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１章 計画の目的 

 

１－１．計画の背景と目的 

  

① 背 景 

我が国の公営住宅制度は、終戦直後、戦災者や引き揚げ者に対する住宅を確保するため

に閣議決定された「戦災都市応急簡易住宅建設要綱（昭和 20 年）」に基づく越冬用応急簡

易住宅の建設にはじまり、昭和 26 年に恒久性と計画性をもった公営住宅法として確立され

ました。 

北広島市は平成８年度に北広島市住宅マスタープラン（計画期間：平成９年度～18 年度）

を策定し、市全体の住宅施策の体系的な方向性を定めるとともに、同年に北広島市住宅団

地整備計画（平成９年度～18 年度）を策定し、輪厚団地、西の里団地の建替えに着手しま

した。 

平成 15 年度には、住宅マスタープランを見直し（計画期間：平成 16 年度～25 年度）、同

時に公営住宅ストック総合活用計画を策定し、市営住宅全体の計画的な建設整備を進め、

平成 23 年３月末現在、５団地 340 戸の市営住宅（公営住宅）を管理しています。 

近年、老朽化した団地の建替えとともに、耐用年数の残っている住宅の居住水準の向上

や、住宅の計画的な維持管理、活用とそのための財源の確保を図るなど、市営住宅の長期

的な維持活用のための施策の策定（見直し）の必要性が高まってきました。 

 

② 目 的 

 平成 22 年度策定の北広島市総合計画（第５次）を受け、厳しい財政状況下において、公

営住宅ストックの効率的かつ円滑な更新を行い、公営住宅の需要に的確に対応し、確実な

長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減につなげていくことを目的に、平成 23 年度

で北広島市公営住宅長寿命化計画（以下「本計画」という。）を策定することとしました。  

本計画は、従来の北広島市の市営住宅（公営住宅）の建設の経緯や考え方を継承しつつ、

住宅に困窮する需要に対応するため、その必要戸数を確保し、用途廃止、建替えや居住性

向上のための各種改善事業及び長寿命化型改善事業の実施等について、今後の人口動向や

福祉施策と連携し、必要な検討を行い策定するものです。 

 



１章 計画の目的 

 
2 

１－２．市営住宅の役割 

 

公営住宅は、「国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅

を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸することを目的と

する公営住宅法」に定められ、供給されている住宅です。 

このような位置づけのもとで、北広島市は市内に居住する、もしくは勤務する住宅に困

窮している低額所得世帯を対象に良質な借家を供給しており、民間では担えない、住宅に

困窮する世帯や災害時の緊急的な住宅需要に対する住宅・居住のセーフティネットの役割

を担うものです。 

市営住宅ストックは、年齢、家族構成、所得など世帯特性に応じた適切な居住水準の借

家確保が困難な市民のための住宅と位置づけるとともに、長期的安定的に必要戸数を確保

しつつ、既存住宅の定期的な修繕と長寿命化、良質ストックの適切な維持管理を行う必要

があります。 

 

＜ 市営住宅の役割 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３．計画の期間、対象 

  

本計画は、概ね 20年間を見すえたものとして検討し、平成 24 年度から平成 33年度まで

の 10 年間を計画期間とします。 

対象とする住宅は、北広島市が管理している公営住宅（市営住宅）とします。 

 

 

 一般的に公的住宅には、地方公共団体の管理する住宅（道営住宅、市営住宅等）、国が政策的に供給する住宅（Ｕ

Ｒ都市機構賃貸住宅、雇用促進住宅）及び公的支援による政策目的住宅（高齢者優良賃貸住宅等）があります。 

① 民間主体による借家市場の活性化の支援 

② 住宅に困窮する低所得者への住宅供給 

③ 市民の住宅、居住のセーフティネットの確保 
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１－４．計画の位置づけ 

  

① 位置づけ 

本計画は、北広島市の総合計画及び住宅施策のうち、公営住宅施策を担う部門別計画と

位置づけると、市の都市計画、各種福祉計画など関連計画と整合性を図るとともに、北広

島市住宅マスタープランと連携し、北海道住生活基本計画を踏まえ策定します。 

 また、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 21 年３月 国土交通省住宅総合整備課

発行）」に準拠し作成します。 

 

 

② 見直し 

 本計画は、策定後５年を目処に、必要な見直しを行うこととします。 

 

 

図 公営住宅長寿命化計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（公営住宅の活用計画） 

北広島市公営住宅長寿命化計画 

 

（上位計画） 北広島市総合計画（第５次） 

 

（道営住宅の関連計画） 

道営住宅長寿命化計画 

 

（市の関連計画） 

・都市計画マスタープラン 

   など 

 

（住宅分野の上位計画） 

北広島市住宅マスタープラン 

 

（現行 公営住宅の活用計画） 

・北広島市公営住宅ストック総合活用計画 

（広域の関連計画） 

北海道住生活基本計画 
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２章 北広島市の住宅・住環境をとりまく状況 

 

２－１．人口・世帯数の状況 

 

① 人口・世帯数の状況 

  北広島市の人口及び世帯数は、平成 22 年国勢調査において、総人口は 60,353 人、総

世帯数は 22,991 世帯となっています。人口は、昭和 60 年から平成 17年まで増加してい

ましたが、平成 17 年から 22 年にかけて 324 人の減少となっています。世帯数は、昭和

60 年から一貫して増加を続けており、平成 17 年から平成 22 年で 629 世帯の増加となっ

ています。 

平均世帯人員は、平成 22 年（国勢調査）で 2.63 人／世帯となっており、世帯の小規

模化が進んでいます。 

 
図 総人口、総世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 近年における総人口、総世帯数の推移 
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② 年齢別人口の状況 

  年齢別人口をみると、65 歳以上の老齢人口の増加と 15～64 歳の生産年齢人口及び 14

歳以下の年少人口の減少が進んでおり、少子高齢化が進行しています。 

平成 22 年国勢調査における年少人口は 8,083人（13.4％）、生産年齢人口は 38,693 人

（64.1％）、老齢人口は 13,547 人（22.5％）となっており、総人口のうち 65 歳以上の高

齢者が 21％を越える超高齢社会へ移行しています。 

 

図 年齢別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 年齢別人口構成比の推移 
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超高齢社会とは・・・ 

 一般に総人口に占める 65 歳以上の人口の比率が７％をこえると高齢化社会、14％をこ

えると高齢社会といわれます。さらに、21％をこえると超高齢社会と呼ばれます。 
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５歳階級別人口の推移をみると、人口の多い年齢層は、平成２年では40～44歳(4,936人)、

平成 12 年では 50～54 歳(5,368 人)、平成 22 年では 60～64 歳(5,621 人)となっています。 

平成 12 年と平成 22年の人口を比較すると、0歳から 29 歳までの人口が減少し、55 歳以

上の人口が増加しています。 

 

図 ５歳階級別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ５歳階級別 

人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

（各年 10月１日） 

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

0～4歳 2,695人 2,392人 2,379人 2,330人 2,512人 2,140人

5～9歳 3,607人 3,587人 3,089人 2,967人 2,843人 2,887人

10～14歳 4,169人 4,175人 4,061人 3,483人 3,217人 3,056人

15～19歳 3,124人 4,744人 4,772人 4,553人 3,910人 3,433人

20～24歳 1,980人 2,431人 3,724人 3,658人 3,416人 2,842人

25～29歳 1,973人 2,131人 2,509人 3,526人 3,101人 2,533人

30～34歳 3,356人 2,785人 2,934人 3,234人 3,967人 3,297人

35～39歳 4,406人 4,137人 3,443人 3,511人 3,819人 4,456人

40～44歳 3,573人 4,936人 4,640人 3,816人 3,798人 4,026人

45～49歳 2,621人 3,777人 5,294人 4,862人 3,910人 3,817人

50～54歳 2,220人 2,820人 4,008人 5,368人 4,808人 3,888人

55～59歳 2,063人 2,589人 3,134人 4,189人 5,444人 4,780人

60～64歳 1,752人 2,412人 2,885人 3,411人 4,380人 5,621人

65～69歳 1,202人 1,799人 2,451人 2,892人 3,455人 4,272人

70～74歳 836人 1,169人 1,761人 2,365人 2,758人 3,263人

75～79歳 623人 812人 1,129人 1,608人 2,200人 2,456人

80～84歳 376人 593人 698人 1,013人 1,384人 1,855人

85～89歳 195人 276人 415人 548人 789人 1,091人

90～94歳 49人 79人 141人 234人 353人 449人

95～99歳 10人 18人 19人 55人 84人 143人

100歳～ - 2人 2人 8人 9人 18人

不詳 23人 94人 49人 100人 520人 30人

合計 40,853人 47,758人 53,537人 57,731人 60,677人 60,353人

10,471人 10,154人 9,529人 8,780人 8,572人 8,083人

25.6% 21.3% 17.8% 15.2% 14.1% 13.4%

27,068人 32,762人 37,343人 40,128人 40,553人 38,693人

66.3% 68.6% 69.8% 69.5% 66.8% 64.1%

3,291人 4,748人 6,616人 8,723人 11,032人 13,547人

8.1% 9.9% 12.4% 15.1% 18.2% 22.4%

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（15～64歳）
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③ 世帯人員別世帯数の状況 

  世帯人員別の世帯数（平成 22 年国勢調査）をみると、２人世帯が 8,035世帯（35.0％）

でもっとも多く、以下、３人世帯が 5,038 世帯（22.0％）、単身（１人）世帯が 4,675 世

帯（20.4％）、４人世帯が 3,801 世帯（16.6％）と続きます。 

世帯の小規模化（少人数世帯の増加）は、単身世帯、２人世帯が増加していることに

よるものであり、単身世帯、２人世帯を合わせた比率は 55.4％と半数をこえています。 

 

図 世帯人員別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 世帯人員別世帯数構成比の推移 
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④ 家族類型別世帯数の状況 

  家族類型別世帯数（平成 22 年国勢調査）は、夫婦と子どもの世帯が 7,917 世帯（34.5％）

でもっとも高く、以下、夫婦のみの世帯が 6,376 世帯（27.8％）、単独世帯が 4,675 世帯

（20.4％）、男親または女親と子どもの世帯が 2,232 世帯（9.7％）となっています。 

構成比の推移をみると、昭和 60 年以降、夫婦と子どもの世帯の比率が減少し、単独世

帯、夫婦のみの世帯、男親または女親と子どもの世帯の比率が増加しています。 

  

図 家族類型別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 家族類型別世帯数構成比の推移 
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⑤ 子育て世帯・高齢者世帯の状況 

  子育て世帯の推移をみると、平成 22 年国勢調査では、６歳未満の親族のいる世帯が

2,046 世帯(8.9％)、６歳以上 18 歳未満の親族のいる世帯が 3,768 世帯(16.4％)となって

います。平成 22 年では、６歳未満の親族のいる世帯が 287 世帯の減少、６歳以上 18 歳

未満の親族のいる世帯が 96 世帯の減少となっています。 

一方、高齢者世帯の推移をみると、平成 22年では、65 歳以上の単身世帯が 1,825世帯

（8.0％）、共に 65 歳以上の夫婦のみの世帯が、2,622 世帯(11.4％)となっており、市民

の約 20％の世帯が高齢者のみの世帯となっていることがわかります。平成 17 年と比較し

て、65 歳以上の単身世帯が 374 世帯増加、共に 65歳以上の夫婦のみの世帯が 550 世帯増

加となっています。 

 

図 子育て世帯数・高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 子育て世帯数・高齢者世帯数構成比の推移 
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※合計：一般世帯 資料：国勢調査（各年10月１日）
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⑥ 従業地・通学地の状況 

  従業地・通学地の状況（平成 17年国勢調査）をみると、市内に住む従業者、通学者は

31,266 人、市内で従業・通学する人は 27,866 人となっています。 

市内で従業・通学する人をみると、札幌市から通勤・通学で流入する人が 9,914 人で

あり、札幌市との結びつきが強くなっています。 

 

 

 

図 従業地・通学地の状況 

（平成 17 年国勢調査） 
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※合計：住宅に住む一般世帯 資料：国勢調査（各年10月１日）

合計

間借り等

給与住宅

民間借家

公的借家

持ち家

２－２．住宅ストックの状況 

 

① 住宅所有関係別世帯数の状況 

  住宅所有関係別世帯数（平成 22 年国勢調査）では、持ち家が 16,911 世帯（74.2％）、

公的借家（道営住宅、ＵＲ住宅を含む）が 1,951 世帯（8.6％）、民間借家が 3,321 世帯

（14.6％）、給与住宅が 271 世帯（1.2％）となっています。 

  構成比の推移をみると、持ち家、民間借家の比率が増加し、公的借家の比率は一貫し

て減少し続けています。また、近隣市と構成比を比較すると、北広島市は、持ち家、公

的借家の比率が高く、民間借家の比率は低くなっています。 

   

図 住宅所有関係別世帯数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 住宅所有関係別世帯数構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 住宅所有関係別世帯数構成比の推移 
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② 高齢者親族のいる世帯の住宅所有関係別世帯数の状況 

  平成 22年国勢調査における 65 歳以上の高齢者親族のいる世帯の住宅をみると、7,156

世帯（84.6％）が持ち家、821 世帯（9.7％）が公的借家に住んでいます。 

構成比の推移は、全ての住宅所有関係で横ばいとなっています。 

全市の構成比と比較すると、高齢者親族のいる世帯は持ち家、公的借家居住の比率が

高く、民間借家居住の比率が低くなっています。 

 

図 65 歳以上の高齢者親族のいる世帯の住宅所有関係別世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 高齢者親族のいる世帯の住宅所有関係別世帯数構成比の推移 
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③ 年収と住宅所有関係別世帯数の状況 

 

a.住宅所有関係別・世帯年収階層別の世帯数 

  平成 20年住宅・土地統計調査における世帯年収と住宅所有の関係をみると、公営の借

家に住む世帯は、年収 300 万円未満が 1,130 世帯（公営の借家世帯の 70.2％）、300～500

万円未満が 370 世帯（23.0％）となっています。 

民間借家に住む世帯は、年収 300 万円未満が 1,780 世帯（民営借家世帯の 54.3％）、300

～500 万円未満が 950 世帯（29.0％）となっています。 

 

表 世帯年収と住宅所有の関係（平成 20 年）         （単位：世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※世帯年収不明は除外、推定値であるため総数と一致しない。 資料：平成 20年住宅・土地統計調査 

 

総　数 借　家

　300万円未満  7,530  4,230  1,130  1,780  280  30

（構成比） 34.2% 26.9% 70.2% 54.3% 35.0% 15.8%

　300～　500万円未満  6,700  4,870  370  950  340  30

（構成比） 30.4% 30.9% 23.0% 29.0% 42.5% 15.8%

　500～　700万円未満  3,700  3,210  80  230  110  50

（構成比） 16.8% 20.4% 5.0% 7.0% 13.8% 26.3%

　700～1,000万円未満  2,780  2,440  10  150  60  60

（構成比） 12.6% 15.5% 0.6% 4.6% 7.5% 31.6%

1,000～1,500万円未満  820  790 -  20 -  10

（構成比） 3.7% 5.0% - 0.6% - 5.3%

1,500万円以上  150  130 -  20 - -

（構成比） 0.7% 0.8% - 0.6% - -

普通世帯　総数  22,040  15,740  1,610  3,280  800  190

持ち家
公営の借家 民営借家

UR・公社
の借家

給与住宅
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b.住宅所有関係別・世帯年収階層別の推移 

 低所得（月収 158千円以下）の借家世帯（⑨）は、近年、増加し、平成 20 年で 3,000 世

帯をこえています。また、借家世帯総数に占める低所得の借家世帯（入居対象世帯数⑪）

は、近年、70％で安定しています。 

 世帯数が増加する中で、民営借家居住者が増加し、公営住宅居住の比重が低下している

ことから、低所得の借家世帯（入居対象世帯数⑪）に占める公営借家世帯の比率（公営住

宅による分担率、⑫）は、平成 10 年の 54.2％から平成 20 年の 39.1％へと序々に低下して

います。この比率（分担率）は、平成 10 年から 20年の 10 ヶ年で 15％低下です。 

 

表 住宅所有関係別・世帯年収階層別の推移      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：世帯、％

平成10年 平成15年 平成20年 摘　　要

総人口（人） 54,350 56,380 57,140

総世帯（世帯） 18,690 20,480 22,250

　普通世帯（世帯） 18,570 20,430 22,040 　①

　公営借家（世帯） 1,780 1,450 1,610 　②

　民営借家（世帯） 2,090 2,760 3,280 　③

　借家世帯（公営＋民営）（世帯） 3,870 4,210 4,890 　④=②+③

　　　借家世帯数比率（％） 20.8% 20.6% 22.2% 　⑤=④/①×100

　普通世帯（世帯） 6,002 8,223 10,445 　⑥

　公営借家（世帯） 1,329 1,190 1,338 　⑦

　民営借家（世帯） 1,123 1,759 2,084 　⑧

借家世帯（公営＋民営）（世帯） 2,452 2,949 3,421 　⑨=⑦+⑧

　　借家世帯数比率（％） 13.2% 14.4% 15.5% 　⑩=⑨/①×100

　　入居対象世帯比率（％） 63 .3% 70 .0% 70 .0% 　⑪=⑨/④×100

　　分担率（％） 54 .2% 40 .4% 39 .1% 　⑫=⑦/⑨×100

資料：各年住宅土地統計調査

政
令
月
収

1
5
8
千
円
以
下
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c.類似人口規模の市と比較した世帯年収階層別世帯数 

 人口５万人から８万人程度の北海道主要都市の状況をみると、借家世帯総数に占める低

所得の借家世帯（入居対象世帯数⑪）は、56％（千歳市）から 71％（北斗市）となってお

り、北広島市は 70％で、低所得の借家世帯数が多い都市です。 

低所得の借家世帯（入居対象世帯数⑪）に対する公営借家世帯の比率（公営住宅による

分担率、⑫）は、15％（恵庭市）から 41％（登別市）と幅がありますが、北広島市は 39％

で、この比率が高い都市です。 

低所得の借家世帯に対する公営住宅供給が手厚く行われていますが、これは、道営住宅

が多数あるためと思われます。 

 

表 類似都市と比較した公営住宅階層の状況住宅     

 

 

 

単位：世帯、％

千歳市 恵庭市 石狩市 北広島市 登別市 北斗市 摘　要

人口（人） 88,240 66,210 58,620 57,140 51,760 49,040

総世帯（世帯） 37,770 26,690 22,140 22,250 21,810 18,960

普通世帯（世帯） 37,600 26,660 22,140 22,040 21,800 18,850 ①

公営借家（世帯） 2,450 960 660 1,610 1,760 1,180 ②

民営借家（世帯） 12,010 7,690 2,750 3,280 3,540 4,100 ③

借家世帯（公営＋民営）（世帯） 14,460 8,650 3,410 4,890 5,300 5,280 ④=②+③

借家世帯数比率（％） 38.5% 32.4% 15.4% 22.2% 24.3% 28.0% ⑤=④/①×100

普通世帯（世帯） 17,677 13,387 10,383 10,445 12,524 10,650 ⑥

公営借家（世帯） 2,058 861 577 1,338 1,438 1,029 ⑦

民営借家（世帯） 5,979 4,799 1,557 2,084 2,109 2,698 ⑧

借家世帯（公営＋民営）（世帯） 8,038 5,660 2,135 3,421 3,547 3,727 ⑨=⑦+⑧

借家世帯数比率（％） 21.4% 21.2% 9.6% 15.5% 16.3% 19.8% ⑩=⑨/①×100

入居対象世帯比率（％） 55.6% 65.4% 62.6% 70 .0% 66.9% 70.6% ⑪=⑨/④×100

分担率（％） 25.6% 15.2% 27.0% 39 .1% 40.5% 31.7% ⑫=⑦/⑨×100

資料：平成20年住宅土地統計調査
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３章 関連既定計画 

 

３－１．公営住宅供給に係る国、北海道の上位計画 

 

① 北海道住宅基本計画 

 内    容 

名 称 北海道住生活基本計画 

期 間 平成 19 年２月策定：平成 18年度から 27 年度までの 10 年間 

内 容 ＜住宅政策の目標＞ 

１．安全で安心な暮らしの創造 

２．北海道らしさの創造 

３．活力ある住宅関連産業の創造 

＜住宅政策の推進方針＞ 

１．子どもから高齢者、障がい者まですべての人が安全に安心して暮ら

せる住まい・環境づくり 

２．誰もが良質な住宅を確保できる仕組みづくり 

３．豊かな自然環境を保全・活用する住まいづくり、まちのにぎわいを

創出する住まいづくり 

４．北海道経済や地域の活性化を支える住宅関連産業の振興 

公営住宅施策 ＜公的賃貸住宅の供給＞ 

１．住宅困窮者の多様な需要に対し住宅セーフティネットとして推進 

２．安全で安心な住生活の実現を図る総合的な施策として展開 

３．事業収支の適正化や民間事業者との役割分担による整備の推進 

その他事項 ・本計画を踏まえ、市町村住宅マスタープランの見直しに取り組む 

・北海道地域住宅計画への一本化と地域住宅交付金の活用 

 

② 北海道ユニバーサルデザイン 

 内    容 

名 称 北海道ユ二バーサルデザイン公営住宅整備指針 

期 間  

内 容 ＜整備目標＞ 

１．自活性能の向上 

・住宅内部に段差等のバリアがなく、安全に移動できること 

・シンプルで使いやすい平面計画とすること 

・操作がわかりやすく使いやすい住宅設備とすること 

２．介護性能の向上 

 ・主寝室や便所について介助に支障のない広さを確保すること 

 ・住戸内や共用部について車イスでの移動に支障のないこと 

３．多様性への対応 

 ・多様な世帯が暮らしやすい平面計画とすること 
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 ・居室や収納の使い方等の柔軟性を高めること 

公営住宅施策 １．住戸部分 

1-1．住戸部分共通項目 

・身体機能が低下した高齢者や車イス使用者（以下、高齢者等と称す）

が、安全に住戸内を移動でき、日常動作を行えること 

・全ての入居者がわかりやすく使いやすい住宅設備とする 

・地震発生時の住戸内での被害を抑え、入居者の避難が安全に行えるこ

と 

1-2．玄関・ホール 

・身体機能が低下した高齢者等が、安全に移動し動作を行えること 

・ベビーカー・シルバーカーを容易に使用できること 

1-3．便所 

・全ての入居者が安全に使用できること 

・子どもの付添いや身体機能が低下した高齢者等の介助が容易に行える

こと 

１-4．浴室 

・子どもから高齢者等まで、安全に使用できること 

・子どもの付添いや身体機能が低下した高齢者等のシャワー使用が支障

なく行えること 

1-5．洗面・脱衣室 

・身体機能が低下した高齢者等が、安全に使用でき、浴室や便所への移

動に支障がないこと 

1-6．主寝室 

・在宅介護を想定した広さを確保すること 

1-7．居間・食事室・台所 

・身体機能が低下した高齢者等が、安全に日常動作を行えること 

1-8．収納 

・入居世帯の家族構成や収納量等に柔軟に対応できるように配慮するこ

と 

・身体機能が低下した高齢者等が安全に使用できること 

２．共用部分 

2-1．共用部分共通事項 

・全ての利用者が安全・安心に生活できること 

2-2．共用廊下 

・全ての利用者が安全・安心に移動できること 

・車イス使用者と歩行者が安全にすれ違いできること 

2-3．共用玄関 

・全ての利用者が安全・安心に移動できること 

・全ての利用者がわかりやすく使いやすい設備とすること 

2-4．共用階段 

・子どもから高齢者まで、安全に昇降できること 

2-5．エレベーター 

・全ての利用者が、安全・安心に使用できること 
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2-6．外部通路 

・全ての利用者が、共用玄関から外周道路・団地駐車場まで安全・安心

に移動できること 

その他事項 － 

 

③ 長寿命化計画（参考） 

 内    容 

名 称 （国土交通省）公営住宅等長寿命化計画策定指針 

期 間 平成 21 年３月策定 

内 容 ＜策定の視点＞ 

 ライフサイクルコスト縮減の観点から、以下の取組を通じ予算の効率

化・合理化を図る。 

公営住宅施策 １．住棟毎の整備・管理台帳等、データベースの整備 

２．長寿命化に関する基本方針 

３．長寿命化のための維持管理・改善計画 

４．効率的なストック更新に係るシミュレーション 

５．地域ニーズに合致した住宅供給 

６．ライフサイクルコスト縮減の取組みの促進 

その他事項 詳細は、北海道住宅課課長通達に準拠 
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３－２．市の上位計画 

 

① 総合計画 

 内    容 

名 称 北広島市総合計画（第５次） 

期 間 平成 23 年度～32 年度 

内 容 ＜目的＞ 総合的で計画的な行政運営を図ることを目的とする 

＜まちづくりのテーマ＞ 

 自然と創造の調和した豊かな都市 

＜めざす都市像＞ 

 （希望都市）子どもと若者がお年寄りとともに希望を育むまち 

 （交流都市）市民が多様に活動し、産業と文化が栄えるまち 

 （成長都市）緑を大切にし、着実に成長しつづけるまち 

＜将来人口＞ 平成 27 年 61,150 人 平成 32年 61,500 人 

公営住宅施策 ＜基本目標５ 快適な生活環境のまち＞ 

政策 ５―２ 居住環境の充実 

施策１ 公営住宅等の整備促進 

・市営住宅共栄第２団地と北の台団地を建替え、既存市営住宅の長寿命

化と居住環境の改善を進めます。 

・道営住宅やＵＲ賃貸住宅の再生・再編にあたっては、子育て世帯・高

齢者・障がい者が住みやすい住宅となるよう、居住者との連携や情報

共有などに配慮します。 

施策２ 多様なニーズへの対応 

・住替え支援、リフォーム相談、福祉サービスとの連携、住宅融資制度

の普及など多様なニーズへの対応を進めます。 

・高齢者や障がい者をはじめだれもが安心して生活できるユニバーサル

デザインの普及を促進します。 

 

② 都市計画 

 内    容 

名 称 北広島市都市計画マスタープラン 

期 間 平成 16 年度～32 年度 

内 容 ＜都市づくりの理念＞ 

個性あふれる地区
ま ち

が結びついた緑豊かな都市 

＜都市づくりの目標＞ 

・既成市街地の都市基盤の有効活用を基本とした、生活環境も質の向上
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を図ります 

・緑豊かで快適な生活環境と活力ある都市づくりを進めます 

・安全・安心な環境のなかで、地区ごとの個性を伸ばし育てます 

・各地区のつながりを高める交通網の整備を進めます 

・市の中心にある森林と周辺の空間を活用した交流機能の形成を進めま

す 

＜目標年次の人口＞平成 32 年 72,000 人 

公営住宅施策 ＜だれにでもやさしい都市づくりの基本方針＞ 

（２）人にやさしい住環境の形成 ①建築物 

・公営住宅の建築にあたっては、高齢者、障がい者などが住みなれた地

域で生活を続けられるよう安全性や利便性などに配慮します。 

その他事項 － 

 

③ 住宅計画 

 内    容 

名 称 北広島市住宅マスタープラン 

期 間 平成 16 年度～25 年度（計画期間） 

内 容 ＜基本理念＞ 

美しい自然に包まれた、ゆとりと安らぎのある居住環境の形成 

＜基本目標＞ 

・自然環境との調和、地域の歴史・風土に根づいた居住環境の形成 

・子どもから高齢者まで、だれもが安心・快適に暮らせる居住環境の形

成 

・いろいろな世代の交流による、あたたかな居住環境の形成 

＜目標人口（平成 35年）＞ 73,520 人、33,880 世帯（2.17 人／世帯） 

公営住宅施策 ＜住宅施策の展開＞ 

○公営住宅ストック総合活用計画の策定 

建替、改善の推進によるバリアフリー住宅の供給促進 

○雪対策の充実 

市営住宅の建替にあたっては、一定の耐雪スペースを確保し、除雪の

しやすい配置計画に努めます。さらに、入居者による除雪のしやすさに

も配慮した団地形成を行います。 

○世代のかたよりの少ない公営住宅団地の形成 

市営住宅の建替にあたっては、世代のかたよりに配慮した型別供給に

努めます。 

その他事項 ＜市営住宅戸数（平成 35 年）＞ 340戸 
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３－３．住宅・建築物の計画 

 

① 公営住宅（参考：既定の公営住宅方針） 

 内    容 

名 称 北広島市公営住宅ストック総合活用計画 

期 間 平成 16 年度～25 年度（計画期間） 

内 容 ＜基本理念＞ 

子どもから高齢者まで、だれもが安心・快適に暮らせる居住環境の形成 

＜基本目標＞ 

・老朽化した公営住宅ストックの円滑な建替・改善の推進による、より

よい居住環境の形成 

・子どもから高齢者まで、いろいろな世代の交流を育む団地形成 

・周囲の緑や自然環境と調和し、安らぎのある居住環境の形成 

＜目標人口＞平成 35年 73,520 人 33,880 世帯 

公営住宅施策 ＜公営住宅の供給目標戸数＞ 市営住宅 340 戸 

広島団地（90 戸）：維持保全（90 戸） 

北の台団地（16 戸）：移転集約（全戸用途廃止） 

共栄団地（126 戸）：現地建替え（142戸） 

西の里団地（76 戸）：現地建替え（62戸）、維持保全（16 戸） 

輪厚団地（30 戸）：維持保全（30 戸） 

その他事項 － 

 

② 耐震改修計画 

 内    容 

名 称 北広島市耐震改修促進計画 

期 間 平成 20 年度～27 年度 

内 容 住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化の目標：90％ 

市有建築物の耐震化の目標：市有建築物耐震化推進計画に基づき、建

て替え、耐震補強、用途廃止等の方針から優先順位を定め、この計画期

間において耐震化に努めます。 

公営住宅施策 市有賃貸共同住宅のうち、多数の者が利用する建築物に該当する昭和

56 年以前建築の３棟は、耐震診断の結果、全ての住棟で耐震性が確認さ

れている。（市営住宅の該当は無し） 

その他事項 － 
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４章 公営住宅ストック、入居者など 

  

４－１．公営住宅ストック 

 

① 管理戸数 

 北広島市の公的住宅は、平成 23 年 10 月１日現在、市営住宅が５団地 45 棟 340 戸、道営

住宅が５団地 77 棟 1,384 戸の合計 10団地 122 棟 1,724 戸の公営住宅と３団地 20棟 630戸

のＵＲ都市機構住宅が管理されています。 

 

表 北広島市の公的住宅概要 （単位：団地、棟、戸） 

 

 

 

 

 

    （北広島市調べ 市営住宅：平成 23年 10 月１日現在、 

               道営住宅・ＵＲ：平成23年３月 31日現在） 
 

表 団地別公営住宅概要             （単位：団地、棟、戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在、道営住宅：平成23年３月31日現在） 

団地数 棟数 管理戸数

公営 市営住宅 5 45 340

道営住宅 5 77 1,384

10 122 1,724

3 20 630

13 142 2 ,354

種　　別

合　　計

ＵＲ都市機構

　　計

市営 耐火 3階 H4～7 4 90

簡易耐火 1階 S44～47 22 84

2階 S45～46 7 42

計 29 126

簡易耐火 1階 S43～44 4 16

西の里 （北） 簡易耐火 2階 S59～H1 2 16

（南） 耐火 2階 H21～22 4 26

3階 H19,20 1 36

計 7 78

耐火 3階 H13 1 30

　　市営　　小　　計 45 340

道営 耐火 4,5階 S46～50 29 765

耐火 3階 H10～13 9 162

耐火 5階 S50～51 5 160

簡易耐火 2階 S51～60 12 170

耐火 2,5階

簡易耐火 2階 S51～58 22 127

　　道営　　小　　計 77 1 ,384

　　公営　　合　　計 122 1 ,724

広葉町

泉町

白樺町

高台町

広島

共栄第２

北の台

輪厚

輝美町

種別 団地名 構造 階数 建設年度 棟数 管理戸数
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② 公営住宅の分布 

 北広島市における公営住宅の分布は以下のとおりです。 
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③ 構 造 

市営住宅を構造別でみると、簡易耐火構

造平屋建て（以下、簡平という。）が 100 戸

（全管理戸数の 29.4％）、簡易耐火構造二階

建て（以下、簡二という。）が 58 戸（全管

理戸数の 17.1％）、耐火構造（以下、耐火と

いう。）が 182 戸（53.5％）あります。 

 

 

 

 

 

 

 

④ 竣工年次 

竣工年次別にみると、昭和 45 年以前が

82 戸（24.1％）、昭和 46 から 55 年が 60 戸

（17.6％）、昭和 56 年から平成２年が 16

戸（4.7％）、平成３年～12 年が 90 戸

（26.5％）、平成 13 年以降が 92 戸（27.1％）

となっています。 

 

 

                    

～昭和45年

82戸

24.1%

昭和46～

55年

60戸

17.6% 昭和56～

平成2年

16戸

4.7%

平成3～

12年

90戸

26.5%

平成13年～

92戸

27.1%

(全体：340戸)
北広島市調べ 平成23年10月１日現在

簡平

100戸

29.4%

簡二

58戸

17.1%

耐火

182戸

53.5%

(全体：340戸)
北広島市調べ 平成23年10月１日現在

（団地概要：平成 22年３月１日現在） 
（入居戸数・実入居率・高齢化率：平成 22年 11月 30 日現在） 

（団地概要：平成 22年３月１日現在） 
（入居戸数・実入居率・高齢化率：平成 22年 11月 30 日現在） 

図 構造別管理戸数割合 

 

図 竣工年次別管理戸数割合 

 



４章 公営住宅ストック、入居者など 

 
25 

100 100 100 
58 

16 

42 

8 

50 

90 
58

100

16

142

98

150

0

50

100

150

200

耐用年数

１／２経過

耐用年数

経過

耐用年数

１／２経過

耐用年数

経過

耐用年数

１／２経過

耐用年数

経過

平成23年度末 平成24～33年度末 平成34～43年度末

（戸）

（北広島市調べ 平成23年10月１日現在）

計

耐火

簡二

簡平

⑤ 竣工年次別構造の状況 

竣工年次別、構造別にみると、簡平（耐用年数 30年）は昭和 43 年度から 47 年度にかけ

て、簡二（耐用年数 45年）は、昭和 45 年度から平成元年度にかけ、それぞれ供給されてい

ます。また、耐火（耐用年数 70 年）は、平成４年度以降に供給されています。 

 

図 構造別竣工年度の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 耐用年数経過状況 

竣工年度からの耐用年数の経過状況をみると、平成 23 年度末時点で、簡平の 100戸が耐

用年数を経過しています。また、簡二の 58 戸が耐用年数の１／２を経過します。 

平成 33 年度末時点（本計画期間終了時）では、簡平の 100 戸に加えて、簡二のうち 42

戸、計 142 戸が耐用年数を経過します。全管理戸数（340 戸）の 41.8％であり、10 ヶ年で

解消しようとすると、年間 14戸建設の事業量となります。 

 

図 構造別耐用年数超過状況 
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図 構造別耐用年数経過状況                      （単位：戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

単年度 累計

共栄第２ 北の台 共栄第２ 西の里 広島 西の里 輪厚 小計

43 43 8 8 8

44 42 24 8 32 40

45 41 12 30 42 82

46 40 26 12 38 120

47 39 22 22 142

48 38 0 142

49 37 0 142

50 36 0 142

51 35 0 142

52 34 0 142

53 33 0 142

54 32 0 142

55 31 0 142

56 30 0 142

57 29 0 142

58 28 0 142

59 27 8 8 150

60 26 0 150

61 25 0 150

62 24 0 150

63 23 0 150

平成元 22 8 8 158

２ 21 0 158

３ 20 0 158

４ 19 24 24 182

５ 18 18 18 200

６ 17 24 24 224

７ 16 0 224

８ 15 24 24 248

９ 14 0 248

10 13 0 248

11 12 0 248

12 11 0 248

13 10 30 30 278

14 9 0 278

15 8 0 278

16 7 0 278

17 6 0 278

18 5 0 278

19 4 15 15 293

20 3 21 21 314

21 2 12 12 326

22 1 14 14 340

23 0 0 340

84 16 42 16 90 62 30 340 340

耐火　《耐用年数70年》

合　　計

竣工
年度

経過
年数

簡平　《耐用年数30年》 簡２　《耐用年数45年》

新耐震対応済

高齢化対応済

平成23年度末時点

耐用年数経過

100戸

平成33年度末時点

耐用年数経過

42戸
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図 団地別耐用年数経過状況                      （単位：戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ） 

 

戸　　数 平成23年度末耐用年数経過 戸　　数 平成33年度末耐用年数経過

北の台 広島 輪厚 単年度 累計

簡平(30年) 簡２(45年) 簡平(30年) 簡２(45年) 小計

43 43 8 8 8

44 42 24 8 32 40

45 41 12 30 42 82

46 40 26 12 38 120

47 39 22 22 142

48 38 0 142

49 37 0 142

50 36 0 142

51 35 0 142

52 34 0 142

53 33 0 142

54 32 0 142

55 31 0 142

56 30 0 142

57 29 0 142

58 28 0 142

59 27 8 8 150

60 26 0 150

61 25 0 150

62 24 0 150

63 23 0 150

平成元 22 8 8 158

２ 21 0 158

３ 20 0 158

４ 19 24 24 182

５ 18 18 18 200

６ 17 24 24 224

７ 16 0 224

８ 15 24 24 248

９ 14 0 248

10 13 0 248

11 12 0 248

12 11 0 248

13 10 30 30 278

14 9 0 278

15 8 0 278

16 7 0 278

17 6 0 278

18 5 0 278

19 4 15 15 293

20 3 21 21 314

21 2 12 12 326

22 1 14 14 340

23 0 0 340

84 42 16 16 62 90 30 340 340

耐火(耐用年数70年)

西の里共栄第２竣工
年度

経過
年数

合　　計

新耐震対応済

高齢化対応済

平成23年度末時点

耐用年数経過

100戸

平成33年度末時点

耐用年数経過

42戸
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⑦ 住戸面積 

住戸専用面積（規模別）をみると、30㎡台が 65 戸（19.1％）、40 ㎡台が 69 戸（20.3％）、

50 ㎡台が 46戸（13.5％）、60 ㎡台が 60戸（17.6％）、70 ㎡以上が 100 戸（29.4％）となっ

ています。 

住戸専用面積を構造別にみると、簡平は 30 ㎡台、簡二は 40 ㎡台がそれぞれ最も多くな

っています。一方で耐火は 70㎡以上が最も多くなっています。 

 

図 住戸専用面積別戸数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 団地別住戸専用面積別戸数                      （単位：戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

30㎡台 40㎡台 50㎡台 60㎡台 70㎡～

広島 耐火３ 市営 90 90

簡平 53 31 84

簡二 34 8 42

北の台 簡平 市営 12 4 16

簡二 8 8 16

耐火２，３ 23 37 2 62

輪厚 耐火３ 市営 15 15 30

〔再掲〕簡平　計 65 35 0 0 0 100

65 .0% 35 .0% 0 .0% 0 .0% 0 .0% 100 .0%

〔再掲〕簡二　計 0 34 8 8 8 58

0 .0% 58 .6% 13 .8% 13 .8% 13 .8% 100 .0%

〔再掲〕耐火　計 0 0 38 52 92 182

0 .0% 0 .0% 20 .9% 28 .6% 50 .5% 100 .0%

合　　　計 65 69 46 60 100 340

（構成比） 19.1% 20 .3% 13 .5% 17 .6% 29 .4% 100 .0%

（構成比）

計
専有面積

種別団地名

（構成比）

（構成比）

構造

市営共栄第２

西の里 市営

30㎡台

19.1%

65.0%

40㎡台

20.3%

35.0%

58.6%

50㎡台

13.5%

13.8%

20.9%

60㎡台

17.6%

13.8%

28.6%

70㎡～

29.4%

13.8%

50.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【凡 例】

全 体 (N=340)

簡 平 (N=100)

簡 二 (N=58)

耐 火 (N=182)

構

造

別
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⑧ 間取り 

間取り別では、２ＤＫが 143 戸（42.1％）、２ＬＤＫ、３ＤＫが合わせて 131 戸（38.6％）、

３ＬＤＫが 66 戸（19.4％）となっています。 

構造別にみると、簡平、簡二は２ＤＫが多く、耐火は２ＬＤＫ、３ＬＤＫが多くなって

います。 

 

図 間取り別戸数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 団地別間取り別戸数                         （単位：戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

2DK 2LDK 3DK 3LDK

広島 耐火３ 市営 30 60 90

簡平 62 22 84

簡二 31 11 42

北の台 簡平 市営 12 4 16

簡二 8 4 4 16

耐火２，３ 23 37 2 62

輪厚 耐火３ 市営 15 15 30

〔再掲〕簡平　計 74 0 26 0 100

74 .0% 0 .0% 26 .0% 0 .0% 100 .0%

〔再掲〕簡二　計 31 8 15 4 58

53 .4% 13 .8% 25 .9% 6 .9% 100 .0%

〔再掲〕耐火　計 38 82 0 62 182

20 .9% 45 .1% 0 .0% 34 .1% 100 .0%

合　　　計 143 90 41 66 340

（構成比） 42.1% 26 .5% 12 .1% 19 .4% 100 .0%

計
間取り

（構成比）

（構成比）

団地名 構造 種別

共栄第２ 市営

西の里 市営

（構成比）

2DK

42.1%

74.0%

53.4%

20.9%

2LDK

26.5%

13.8%

45.1%

3DK

12.1%

26.0%

25.9%

3LDK

19.4%

6.9%

34.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【凡 例】

全 体 (N=340)

簡 平 (N=100)

簡 二 (N=58)

耐 火 (N=182)

構

造

別
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⑨ 居住面積水準 

北海道住生活基本計画においては、世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基

礎として必要不可欠な住宅の面積水準である最低居住面積水準と、都市の中心及びその周

辺における共同住宅居住において、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイ

ルに対応するために必要と考えられる面積水準である都市居住型誘導居住面積水準を以下

のように定めています。 

 

 

 

 

 

平成 23 年 10 月１日現在における市営住宅の入居世帯 304 世帯に対して、入居世帯家

族人数と居住面積の関係をみると、97.4％（＝296世帯／304 世帯）の世帯が最低居住面

積水準を満たしています。 

また、都市居住型誘導居住面積

水準は、55.6％（＝169 世帯／304

世帯）の世帯が達成しています。 

 

 

 

表 最低居住面積水準以上世帯                    （単位：世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

表 都市居住型誘導面積水準以上世帯                 （単位：世帯） 

 

  

 ◆最低居住面積水準 

  ①単身者：25 ㎡     ②２人以上の世帯：10 ㎡×世帯人数＋10㎡ 

 ◆都市居住型誘導居住面積水準 

  ①単身者：42 ㎡     ②２人以上の世帯：21.2 ㎡×世帯人数＋15.8 ㎡ 

図 居住面積水準達成状況 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

97.4%

55.6%

2.6%

44.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最低居住面積水準

都市居住型

誘導居住面積水準

対応 未対応 (N=304)

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人
０～25㎡未満 0
25～30㎡未満 0 0
30～40㎡未満 25 18 1 44 43
40～50㎡未満 29 20 3 2 2 1 57 52
50～60㎡未満 30 8 4 1 2 45 43
60～70㎡未満 25 22 9 2 1 59 59
70～80㎡未満 12 11 10 4 37 37
80㎡～ 10 29 5 14 4 62 62

計 131 108 32 23 9 1 304 296

住戸専用面積
家族人数

計
最低居住
水準以上

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人
０～42㎡未満 29 21 1 51
42～58.2㎡未満 55 25 7 3 4 1 95 55
58.2～79.4㎡未満 37 33 19 6 1 96 70
79.4～100.6㎡未満 10 29 5 14 4 62 44
100.6～121.8㎡未満 0 0
121.8～143㎡未満 0 0
143～164.2㎡未満 0 0
164.2㎡～ 0 0

計 131 108 32 23 9 1 304 169

住戸専用面積
家族人数

計
誘導居住
水準以上
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整備済み

58.2%

55.9%

24.1%

48.8%

53.5%

(浴室のみ整備)

(基準に準じる)

12.4%

31.8%

未整備

29.4%

44.1%

44.1%

51.2%

46.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【凡 例】

浴室・浴槽 (N=340)

３箇所給湯 (N=340)

高齢化整備基準 (N=340)

駐車場 (N=340)

物 置 (N=340)

⑩ 設備状況 

設備の整備状況をみると、浴室は、浴室・浴槽が整備されている住戸が 198 戸（58.2％）、

浴室のみ整備されている住戸が 42 戸（12.4％）となっています。 

３箇所給湯（台所、浴室、洗面所）は、190 戸（55.9％）が整備されています。 

高齢化整備基準を満たしている住戸は 82 戸（24.1％）、高齢化整備基準に準じている住

戸は 108 戸（31.8％）となっています。 

３階以上の住棟は６棟（広島団地４棟、西の里団地１棟、輪厚団地１棟）ありますが、

エレベーターが設置されている住棟は、西の里団地（南）の１棟（36 戸）です。 

 

図 設備状況戸数割合（N=340） 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

表 団地別設備状況戸数                         （単位：戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 エレベーター設置状況 

（３階以上の住棟対象）（単位：棟、戸） 

             

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

団地名 階数 棟数 戸数 設置状況

広島 ３階 4 90 ×

西の里 ３階 1 36 ○

輪厚 ３階 1 30 ×

設　　備

浴室のみ 浴槽有り 満たす 準じる

広島 耐火３ 市営 90 90 90 2 88 90 90

簡平 84 30

簡二 42 12

北の台 簡平 市営 16

簡二 16 16 8 8 16

耐火２，３ 62 62 62 62 30 62

輪厚 耐火３ 市営 30 30 30 10 20 30 30

〔再掲〕簡平　計 100 30 0 0 0 0 0 0

100 .0% 30 .0% 0 .0% 0 .0% 0 .0% 0 .0% 0 .0% 0 .0%

〔再掲〕簡二　計 58 12 16 8 8 0 16 0

100 .0% 20 .7% 27 .6% 13 .8% 13 .8% 0 .0% 27 .6% 0 .0%

〔再掲〕耐火　計 182 0 182 182 74 108 150 182

100 .0% 0 .0% 100 .0% 100 .0% 40 .7% 59 .3% 82 .4% 100 .0%

合　　　計 340 42 198 190 82 108 166 182

（構成比） 100 .0% 12 .4% 58 .2% 55 .9% 24 .1% 31 .8% 48 .8% 53 .5%

3箇所
給湯

浴室
物置

高齢化対応整備基準
駐車場

（構成比）

（構成比）

（構成比）

管理戸数種別

共栄第２ 市営

西の里 市営

団地名 構造
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４－２．公営住宅入居者 

 

① 入居状況 

市営住宅は現在 340 戸ありますが、共栄第２団地、北の台団地は建替えのため政策空き

家（34 戸）としており、実際の入居可能戸数は 306戸です。 

入居世帯（入居戸数）は 304 世帯、空き家は２戸あり、入居率は 99.3％となっています。 

※政策空き家：建替えなどの目的により政策的に募集を停止する住宅 

 

表 市営住宅団地別入居状況         （単位：戸、世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

※ 西の里団地（南）は全戸「耐火（62戸）」、西の里団地（北）は「簡二（16戸）」に対応 

 

 

（参考）表 道営住宅団地別入居状況     （単位：戸、世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

 

 

団地名 管理戸数
政策空き
家戸数

入居可能
戸数

入居戸数 入居率

輝美町 765         156         609         609         100.0%

広葉町 162         -             162         160         98.8%

泉町 160         -             160         159         99.4%

白樺町 170         -             170         162         95.3%

高台町 127         52           75           75           100.0%

　合　　　計 1,384    208      1 ,176    1 ,165    99 .1%

団地名 管理戸数
政策空き
家戸数

入居可能
戸数

入居戸数 入居率

広　島 90           -             90           89           98.9%

共栄第２ 126         29           97           97           100.0%

北の台 16           5             11           11           100.0%

西の里 78           -             78           77           98.7%

　　　　　（南） 62           -             62           62           100.0%

　　　　　（北） 16           -             16           15           93.8%

輪　厚 30           -             30           30           100.0%

　合　　　計 340      34        306      304      99 .3%
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② 居住年数 

市営住宅の入居世帯の居住年数は、５年以下が 114 世帯（37.5％）、６～10 年以下が 39

世帯（12.8％）、11～15 年以下が 46 世帯（15.1％）、16～20 年以下が 50 世帯（16.4％）、

21～25年以下が9世帯（3.0％）、26～30年以下が16世帯（5.3％）、31年以上が30世帯（9.9％）

となっています。 

構造別でみると、簡平は 31年以上が、耐火は５年以下の比率が、もっとも高くなってい

ます。 
   

図 居住年数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 団地別居住年数                          （単位：世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

1年未満

6.9%

4.0%

10.5%

1～5年

30.6%

16.2%

18.4%

39.8%

6～10年

12.8%

13.5%

6.1%

14.4%

11～15年

15.1%

12.2%

16.3%

16.0%

16～20年

16.4%

9.5%

16.3%

19.3%

21～25年

3.0%

6.7%

8.1%

26～30年

5.3%

10.8%

16.3%

31年以上

9.9%

31.1%

14.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【凡 例】

全 体 (N=304)

簡 平 (N=74)

簡 二 (N=49)

耐 火 (N=181)

構

造

別

1年未満 1～5年 6～10年
11～15

年

16～20

年

21～25

年

26～30

年
31年以上

広島 耐火 3 17 5 29 35 89

簡平 12 9 7 4 4 8 19 63

簡二 6 3 6 3 4 5 7 34

北の台 簡平 1 2 3 1 4 11

西の里（南） 耐火 15 47 62

西の里（北） 簡二 2 3 2 5 3 15

輪厚 耐火 1 8 21 30

〔再掲〕　簡平 12 10 9 7 5 8 23 74

（構成比） 0.0% 16.2% 13.5% 12.2% 9.5% 6.7% 10.8% 31.1% 100.0%

〔再掲〕　簡二 2 9 3 8 8 4 8 7 49

（構成比） 4.0% 18.4% 6.1% 16.3% 16.3% 8.1% 16.3% 14.3% 100.0%

〔再掲〕　耐火 19 72 26 29 35 181

（構成比） 10.5% 39.8% 14.4% 16.0% 19.3% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

合　　　計 21 93 39 46 50 9 16 30 304

（構成比） 6.9% 30 .6% 12 .8% 15 .1% 16 .4% 3 .0% 5 .3% 9 .9% 100 .0%

団地名 構造
居住年数

計

共栄第２
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③ 世帯主の年齢 

入居世帯の世帯主年齢は、29 歳以下が 5 人（1.6％）、30 歳代が 21 人（6.9％）、40 歳代

が 43 人（14.1％）、50 歳代が 51 人（16.8％）、60 歳代が 66 人（21.7％）、70 歳代が 76 人

（25.0％）、80 歳以上が 42 人（13.8％）となっています。 

 また、65歳以上の世帯主は 48.0％となっています。 

構造別で比較すると、49 歳以下の比率は耐火が、全体平均を上回り、50歳以上の比率は

簡平、簡二が全体平均を上回っています。 
 

図 世帯主年齢割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 団地別世帯主年齢                         （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

29歳以下

1.6%

1.3%

2.2%

30歳代

6.9%

4.1%

6.1%

8.3%

40歳代

14.1%

4.1%

8.2%

19.9%

50歳代

16.8%

8.1%

22.4%

18.8%

60歳代

21.7%

25.7%

26.5%

18.8%

70歳代

25.0%

39.2%

26.5%

18.8%

80歳以上

13.8%

17.6%

10.2%

13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【凡 例】

全 体 (N=304)

簡 平 (N=74)

簡 二 (N=49)

耐 火 (N=181)

構

造

別

29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

広島 耐火 7 22 19 19 9 13 89 31

簡平 1 3 2 5 17 24 11 63 42

簡二 2 3 5 9 11 4 34 20

北の台 簡平 1 1 2 5 2 11 8

西の里（南） 耐火 2 7 11 13 19 10 62 38

西の里（北） 簡二 1 1 6 4 2 1 15 5

輪厚 耐火 2 8 7 4 2 6 1 30 2

〔再掲〕　簡平 1 3 3 6 19 29 13 74 50

（構成比） 1.3% 4.1% 4.1% 8.1% 25.7% 39.2% 17.6% 100.0% 67.6%

〔再掲〕　簡二 3 4 11 13 13 5 49 25

（構成比） 0.0% 6.1% 8.2% 22.4% 26.5% 26.5% 10.2% 100.0% 51.0%

〔再掲〕　耐火 4 15 36 34 34 34 24 181 71

（構成比） 2.2% 8.3% 19.9% 18.8% 18.8% 18.8% 13.3% 100.0% 39.2%

合　　　計 5 21 43 51 66 76 42 304 146

（構成比） 1.6% 6 .9% 14 .1% 16 .8% 21 .7% 25 .0% 13 .8% 100 .0% 48 .0%

団地名 構造
世帯主年齢

計
（参考）

65歳以上

計

共栄第２
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④ 入居者全体の年齢 

入居者全体（586 人）のうち、65 歳以上の老齢人口は 203 人（34.6％）、14 歳未満の年少

人口は 67 人（11.4％）となっています。入居者全体の高齢化率は 34.6％となっています。 

高齢化率を構造別にみると、簡平は 55.4％、簡二は 41.9％、耐火は 26.4％となっていま

す。 
 

図 入居者年齢割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 団地別入居者年齢                    （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

 

14歳未満(年少人口)

11.4%

6.6%

4.6%

14.5%

15～64歳(生産人口)

53.9%

38.0%

53.5%

59.1%

65歳以上(老齢人口)

34.6%

55.4%

41.9%

26.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

【凡 例】

全 体 (N=304)

簡 平 (N=74)

簡 二 (N=49)

耐 火 (N=181)

構

造

別

14歳以下

(年少人口)

15～64歳

(生産人口)

65歳以上

(老齢人口)

広島 耐火 31 143 45 219 20.5%

簡平 8 41 57 106 53.8%

簡二 3 28 29 60 48.3%

北の台 簡平 5 10 15 66.7%

西の里（南） 耐火 6 47 46 99 46.5%

西の里（北） 簡二 1 18 7 26 26.9%

輪厚 耐火 18 34 9 61 14.8%

〔再掲〕　簡平 8 46 67 121 55.4%

（構成比） 6.6% 38.0% 55.4% 100.0%

〔再掲〕　簡二 4 46 36 86 41.9%

（構成比） 4.6% 53.5% 41.9% 100.0%

〔再掲〕　耐火 55 224 100 379 26.4%

（構成比） 14.5% 59.1% 26.4% 100.0%

合　　　計 67 316 203 586 34 .6%

（構成比） 11.4% 53 .9% 34 .6% 100 .0%

共栄第２

団地名 構造
入居者年齢 入居者

計
（参考）
高齢化率
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⑤ 世帯人数・平均世帯人員 

入居世帯では、１人（単身）世帯が 132 世帯（22.5％）、２人世帯が 108 世帯（18.4％）、

３人世帯が 30 世帯（5.1％）、４人世帯が 24 世帯（4.1％）、５人世帯が 10 世帯（1.7％）、

となっています。入居世帯全体の平均世帯人員は 2.55 人／世帯です。 

構造別でみると、簡平、簡二では単身世帯が３割を超えているのに対し、耐火の単身世

帯は 17.7％となっています。 
   

図 世帯人数割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 団地別世帯人数・平均世帯人員           （単位：世帯、人／世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

1人

22.5%

32.2%

30.2%

17.7%

2人

18.4%

23.1%

19.8%

16.6%

3人

5.1%

2.5%

4.7%

6.1%

4人

4.1%

1.7%

1.2%

5.5%

5人以上

1.7%

1.7%

1.2%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【凡 例】

全 体 (N=304)

簡 平 (N=74)

簡 二 (N=49)

耐 火 (N=181)

構

造

別

1人 2人 3人 4人
5人以

上

広島 耐火 17 39 13 16 4 89 219 2.46

簡平 32 24 3 2 2 63 106 1.68

簡二 18 13 1 1 1 34 60 1.76

北の台 簡平 7 4 11 15 1.36

西の里（南） 耐火 36 19 4 2 1 62 99 1.60

西の里（北） 簡二 8 4 3 15 26 1.73

輪厚 耐火 14 5 6 3 2 30 61 2.03

〔再掲〕　簡平 39 28 3 2 2 74 121 1.64

（構成比） 32.2% 23.1% 2.5% 1.7% 1.7% 100.0%

〔再掲〕　簡二 26 17 4 1 1 49 86 1.76

（構成比） 30.2% 19.8% 4.7% 1.2% 1.2% 100.0%

〔再掲〕　耐火 67 63 23 21 7 181 379 2.09

（構成比） 17.7% 16.6% 6.1% 5.5% 1.8% 100.0%

合　　　計 132 108 30 24 10 230 586 2 .55

（構成比） 22.5% 18 .4% 5 .1% 4 .1% 1 .7% 100 .0%

平均
世帯人員

共栄第２

団地名 構造
世帯人数 入居世帯

計
入居者
計
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6歳未満

親族のいる

4.9%

1.3%

2.0%

7.2%

6歳以上18歳未満

親族のいる

26.3%

13.5%

12.2%

35.4%

65歳以上単身

26.6%

37.8%

28.6%

21.5%

共に65歳

以上夫婦のみ

13.2%

21.6%

16.3%

8.8%

その他

28.9%

25.7%

40.8%

27.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【凡 例】

全 体 (N=304)

簡 平 (N=74)

簡 二 (N=49)

耐 火 (N=181)

構

造

別

⑥ 子育て・高齢世帯 

入居世帯のうち、子育て世帯は、６歳未満の親族のいる世帯が 15 世帯（4.9％）、６歳以

上 18 歳未満の親族の世帯が 80 世帯（26.3％）であり、合わせて 95 世帯（31.2％）となっ

ています。 

一方、高齢者のみで生活している世帯は、65 歳以上単身世帯が 81 世帯（26.6％）、共に

65 歳以上の夫婦のみ世帯が 40 世帯（13.2％）であり、合わせて 121世帯（41.8％）となっ

ています。 

構造別でみると、簡平では 65 歳以上の単身世帯が 37.8％で比率が高く、耐火では子育て

世帯が 42.6％で比率が高くなっています。 

 

図 子育て・高齢世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 団地別子育て・高齢世帯                     （単位：世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月１日現在） 

6歳未満親族の

いる

6歳以上18歳

未満親族のいる
65歳以上単身

共に65歳

以上夫婦のみ
その他

広島 耐火 5 44 8 11 21 89

簡平 1 9 22 14 17 63

簡二 6 11 7 10 34

北の台 簡平 1 6 2 2 11

西の里（南） 耐火 3 5 24 5 25 62

西の里（北） 簡二 1 3 1 10 15

輪厚 耐火 5 15 7 3 30

〔再掲〕　簡平 1 10 28 16 19 74

（構成比） 1.3% 13.5% 37.8% 21.6% 25.7% 100.0%

〔再掲〕　簡二 1 6 14 8 20 49

（構成比） 2.0% 12.2% 28.6% 16.3% 40.8% 100.0%

〔再掲〕　耐火 13 64 39 16 49 181

（構成比） 7.2% 35.4% 21.5% 8.8% 27.1% 100.0%

合　　　計 15 80 81 40 88 304

（構成比） 4.9% 26 .3% 26 .6% 13 .2% 28 .9% 100 .0%

団地名 構造
子育て・高齢世帯

計

共栄第２
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Ⅰ分位

86.2%

91.8%

89.7%

82.9%

Ⅱ分位

3.3%

1.4%

2.0%

4.4%

Ⅲ分位

2.3%

4.1%

4.1%

1.1%

Ⅳ分位

3.0%

1.4%

4.4%

Ⅴ ,Ⅵ分位

3.2%

4.0%

4.5%

Ⅶ ,Ⅷ分位

1.9%

1.4%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【凡 例】

全 体 (N=304)

簡 平 (N=74)

簡 二 (N=49)

耐 火 (N=181)

構

造

別

⑦ 世帯収入 

入居世帯の月額収入状況をみると、Ⅰ分位が 262 世帯（86.2％）となっています。 

構造別でみると、Ⅴ分位以上の比率は、耐火（7.3％）が簡平（1.4％）、簡二（4.0％）

を上回っています。 
 

図 世帯月額収入割合 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

表 団地別世帯月額収入                        （単位：世帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              （北広島市調べ 平成 23年 10 月１日現在） 

（参考）収入分位一覧表 

                        

※政令月収：公営住宅法施行令に基づき､年間総収入から､

給与所得控除､配偶者控除､扶養親族控除等を行ったう

えで月収換算することより算定したもの。 

第Ⅰ分位 10.0% 0 ～ 104,000

第Ⅱ分位 15.0% 104,001 ～ 123,000

第Ⅲ分位 20.0% 123,001 ～ 139,000

第Ⅳ分位 25.0% 139,001 ～ 158,000

第Ⅴ分位 32.5% 158,001 ～ 186,000

第Ⅵ分位 40.0% 186,001 ～ 214,000

第Ⅶ分位 50.0% 214,001 ～ 259,000

第Ⅷ分位 60.0% 259,001 ～

収入分位 政令月収※

Ⅰ分位 Ⅱ分位 Ⅲ分位 Ⅳ分位 Ⅴ分位 Ⅵ分位 Ⅶ分位 Ⅷ分位

広島 耐火 69 3 2 5 5 2 1 2 89

簡平 59 1 1 1 1 63

簡二 31 1 2 0 34

北の台 簡平 9 2 0 11

西の里（南） 耐火 55 3 1 1 2 62

西の里（北） 簡二 13 2 0 15

輪厚 耐火 26 2 2 0 30

〔再掲〕　簡平 68 1 3 1 1 74

（構成比） 91.8% 1.4% 4.1% 1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 1.4% 99.9%

〔再掲〕　簡二 44 1 2 2 49

（構成比） 89.7% 2.0% 4.1% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0% 0.0% 100.0%

〔再掲〕　耐火 150 8 2 8 5 3 1 4 181

（構成比） 82.9% 4.4% 1.1% 4.4% 2.8% 1.7% 0.6% 2.2% 100.0%

合　　　計 262 10 7 9 5 5 1 5 304

（構成比） 86.2% 3 .3% 2 .3% 3 .0% 1 .6% 1 .6% 0 .3% 1 .6% 100 .0%

（再掲）合計 288 16 304

（構成比） 94.7% 5 .3% 100 .0%

団地名 構造
世帯収入分位

計

共栄第２
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４－３．公営住宅の需要 

 

平成 17 年から 23 年の空き家の募集戸数は累計で 51 戸、応募は 497 戸、平均応募倍率は

9.7 倍です。直近５年の募集戸数は 44戸（倍率 9.6倍）、３年では 21 戸（9.6 倍）です。 

また、平成 19年以降の応募者 423 世帯のうち、Ⅰ分位の階層は 361 世帯、申込者の 85％

を占めていました。 

 

表 市営住宅の募集戸数（平成 17 年～23 年） 

（単位：戸、倍） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月末日現在） 

 

図 市営住宅の募集戸数（平成 17 年～23 年） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

表 市営住宅応募者の所得階層（平成 19 年～23 年） 

 

 

 

（北広島市調べ 平成 23年 10月末日現在） 
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募
倍
率

募
集
戸
数
・
応
募
戸
数 募集

応募

倍率

(戸) (倍)

Ⅰ分位 Ⅱ分位 Ⅲ分位 Ⅳ分位 裁量階層 計

申込者数 361 33 17 8 4 423

構成比 85.3% 7.8% 4.0% 1.9% 0.9% 100.0%

募集戸数 応募戸数 倍　率

平成17年 7 74 10.6

平成18年 0 － －

平成19年 11 143 13.0

平成20年 12 78 6.5

平成21年 9 59 6.6

平成22年 7 76 10.9

平成23年 5 67 13.4

計 51 497 9 .7

　H21～23年計 21 202 9 .6

　H19～23年計 44 423 9 .6

7 .3

7 .0

8 .8

摘　　要
(年平均募集戸数(空き家戸数))
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５章 公営住宅の入居者意向、建物劣化状況など 

 

５－１．公営住宅入居者の意向 

 

（１）回収状況【回収状況】 

 

今回の策定にあわせ市営住宅入居者を対象にアンケート調査を実施しました。調査票は、

296 世帯に配布し、192 件の回答があり、回収率は 54.7％でした。 

前回（平成 15年度実施）が 58.7％でしたので、若干低下したものの、ほぼ同程度の回収

状況です。市営住宅の入居者の市営住宅施策に対する関心はさほど変化していないことが

わかりました。 

 

（２）回答者属性【問１～３】 

 

① 居住している住戸 

回答者の居住している団地は、「共栄団地」36％、ついで「西の里団地」27％、「広島団

地」20％、「北の台団地」「輪厚団地」6％となっています。 

住宅の建物構造は「鉄筋コンクリート造３階建」37％、ついで「簡易耐火構造平屋」27％、

「鉄筋コンクリート造２階建」16％、「簡易耐火構造二階建」11％です。 

入居している住宅の階は「１階」が 47％、ついで「２階」25％、「３階」14％です。 

 

② 回答者の個人属性 

回答者の年齢は、「20・30 歳代」6％、「40 歳代」11％、「50歳代」17％、「60歳代」24％、

「70 歳代」26％、「80 歳以上」13％です。 

性別は、「男性」42％、「女性」43％、無回答は 15％です。 

就業状態・職業は「無職」が 56％と全体の半数以上となっています。一方「パート・ア

ルバイト」は 17％、ついで「会社員」14％、「求職・休職中」1％となっています。 

自動車の保有は、「所有している」が 46％、「所有していない」が 42％です。「所有して

いる」と回答した方の保有台数は「１台」76％、「２台」17％となっています。 

 

③ 世帯の状況 

家族人数は、「１人」が 35％、「２人」38％、「３人」6％、「４人」4％、「５人以上」3％

となっています。 

家族の続柄は、「単身」が 34％ともっとも高く、ついで「夫婦のみ」23％、「ひとり親と

子ども」20％となっています。 
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同居している家族は、「障害者手帳の所持者」が 38％おり、ついで「介護保険の利用者」

17％、「小学生」13％、「車いすの利用者」10％、「乳児、幼児」「災害時要援護の登録をし

ている方」7％、「中学生」5％となっています。 

居住年数は、「５年以下」が 28％ともっとも高く、ついで「11～20 年」16％、「６～10年」

14％、「21～30 年」13％、「31年以上」8％となっています。 

 

（３）市営住宅に入居した理由  

 

入居の理由は、「家賃面で条件が適当な借家がなかったので」が 32％ともっとも高く、つ

いで「以前から、市営住宅に住んでいたので」が 30％、「結婚や離婚、死別で新たに住む住

宅が必要となったため」が 25％、「収入、年齢、家族構成などで、借家が借りられなかった

ため」が 16％となっています。 

 

（４）住宅、住環境 （広島団地、西の里団地、輪厚団地のみ） 

 

① 住宅で不安なこと 

住んでいて住宅で不安なことで最も高いのは「冬の除雪、雪捨て場の確保・住民の除雪

マナー」31％、「共同の玄関、廊下の清掃、照明などの維持管理や防犯」30％など、団地の

近隣関係、入居者同士のマナーに関することです。 

「住戸について、とくに不安、困っていることはない」は 33％でした。 

② 個別の評価 

住戸内で満足が高いのは、「広さ」「部屋数、間取り」80％です。 

設備関係で満足が高いのは「トイレ」67％、「段差、手すり等高齢化対応」65％です。 

住環境で満足の高いものは「ごみ置き場」70％、「建物の外観、外壁や屋根」67％、「街

灯、防犯灯」65％です。 

 

③ 総合評価 

「住戸の総合評価」は、「満足」「どちらかといえば満足」をあわせた「満足の計」は 71％

です。 

「住環境の総合評価」では 72％、「住民との近隣関係」では 58％、「市営住宅担当課の対

応」では 61％です。 

 

（５）市営住宅整備のあり方  

 

住宅施策で重要視すべきと思うことは「高齢者、障がいのある人を含め、だれもが安心

して生活できる住宅（ユニバーサルデザイン）の普及」63％です。ついで「老朽化した市
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営住宅は、計画的な解体もしくは建替え」、「住替えの支援、リフォーム相談、福祉サービ

スとの連携など、居住者の多様なニーズへの対応」です。 

総合計画（第５次）で掲げられた住宅施策のうち、民間住宅も含めた施策である「高齢

者、障がいのある人を含め、だれもが安心して生活できる住宅（ユニバーサルデザイン）

の普及」といいう分野への関心が、市営住宅入居者においても、関心がもっとも高くなっ

ています。 

住宅施策で、近年、充実してきたと思うものは、「住みなれた家に住みつづけられる居住

環境の形成」39％です。ついで「健康・快適で良質な住まいづくりへの支援」、「防犯に視

点をおいた、安心・安全な居住環境の形成」となっています。 

 北広島市住宅マスタープランで掲げられた住宅施策の展開方向のうち、「住まい部門」の

「住みなれた家に住みつづけられる居住環境の形成」、「健康・快適で良質な住まいづくり

への支援」の施策に対する評価が高くなっています。 

 

（６）市営住宅施策の進め方  

 

市営住宅全般の今後の整備のあり方でもっとも回答の多いのは、「低家賃でいつまでも住

みつづけられる住宅の確保」51％です。ついで「家賃を極力抑制し、必要にして十分な整

備水準で住宅の確保」となっています。 

市営住宅施策の今後のあり方でもっとも回答が多いのは、「住宅サービスの内容や利用者

を限定した上で、入居者に不可欠なサービスを実施するのがよい」35％です。ついで「入

居者は市民としてできることを、出来る限り自力で行い、市との役割分担のもとで、住宅

サービスを実施するのがよい」となっています。 

 

（７）今後の住まい方 （広島団地、西の里団地、輪厚団地のみ） 

 

整備で期待されていることのうち、回答のもっとも多いものは、住戸内では「部屋の暖

かさの対策、すきま風や結露対策」47％、ついで「押入れなど収納、物入れ」30％、「住宅

の部屋数、間取り」です。設備関係では、「段差、手すりなどの高齢化対応」27％、ついで

「風呂、洗面所」、「台所」、「トイレ」です。住環境では、「堆雪スペース」33％、ついで「ご

み置き場」となっています。 

市営住宅の今後の整備について、「家賃が変わらない範囲で必要な改修」56％となってい

ます。 

今後の市営住宅の整備水準については、「地震、火災など災害に対し安全な住宅の確保」

53％、ついで「高齢者・障がい者のためのバリアフリー設備の確保」41％、「子どもから高

齢者まで、だれもが安心して暮らすことのできる住宅の確保」40％となっています。 

今後住んでみたい住宅は、「福祉サービスを利用しながら、住宅に住みつづけたい」が 42％
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ともっとも高くなっています。「将来に不安はあるが、行先は考えていない」は 22％です。 

 

（８）住みやすさ  

 

市営住宅の住みやすさは、「住みやすい」「どちらかといえば住みやすい」をあわせた「住

みやすい計」（以下同じ）が 66％、「住みにくい」「どちらかといえば住みにくい」をあわせ

た「住みにくい計」（以下同じ）は 23％となっています。 

団地のある地区の住みやすさは、「住みやすい計」が全体の 66％、「住みにくい計」は 18％

となっています。 

まちとしての住みやすさは、「住みやすい計」が、全体の 69％、「住みにくい計」は 11％

となっています。 

市の対応については、「いつも親身になって話を聴いてもらっており、不満はない」が 30％

でもっとも高く、ついで「入居者の暮らしに関わることは、福祉など専門的な助言がほし

い」15％となっています。 

 

（９）自由意見【問Ⅶ】 

 

 自由意見は、あわせて 43 件あり、公営住宅施策全般に対することが 12 件、公営住宅の

住戸に関することが６件、市営住宅の住環境に関することが９件、改修に関することが６

件でした。 
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５－２．入居者意向から見た改修の必要性 

 

① 広島団地 

広島団地は、平成４年から建替えが始まり、15 年以上を経過し、当初の定期修繕の時期

を迎えています。そのため、広さ、部屋数については満足が高いものの、住宅性能が低下

していることから、暖かさ、設備、外観、住環境などに不満が出されています。 

住みやすさの総合評価は極めて高く、家賃が変わらない範囲での改修の希望が６割近く

あり、長寿命化型改善の導入の検討が求められます。 

広島団地の住戸の排水管は、設備図から判断するとトイレ以外は住戸のコンクリート床

下を経由し立て管に集約されています。そのため、上下階の入居者の居住している状態で

の本格的な布設替えは、施工面で困難があります。 

 実際に管に目詰まりなどの苦情が出た場合には、その都度、その箇所を洗浄することで

対応することが現実的と考えます。そのため、一時移転の上、住戸を空き家としての排水

管改修を行うことは、現実性が低いと思われます。 

 

 

 

 

 

 

② 輪厚団地 

輪厚団地は、平成 13 年度に建替えられ 10 年を経過していますが、建物の劣化はほとん

ど進行していません。しかし、立地条件から自家用車保有の 50 歳未満の世帯が多く、広さ、

部屋数に対する不満が出されています。また、住棟がエレベーターなしの片廊下形式のた

め、共用の玄関、廊下、照明に対する不満が多く出されています。住民との関係も不満が

高くなっています。住みやすさの総合評価は満足が７割ですが、既存住宅の中では平均的

で、新しい住宅の割に満足度が高いとは言い難い状況です。 

家賃が変わらない範囲での改修の期待が５割あり、長寿命化型改善の導入と共用廊下対

策としてエレベーター設置の導入の検討が求められます。 

 

③ 西の里団地（南） 

 西の里団地（南）は、平成 19 年度から建替えられたまだ新しい団地です。大半の住民が

以前の老朽住宅から移転しているため、住戸、設備、住環境、全ての面で問題がなく、住

民の評価も高くなっています。 

 従前の庭付き共同住宅から庭のない共同生活へ移行したため、住まい方や住民関係で不

満が見うけられます。 

 公営住宅で耐火構造建てが始まった当時、コンクリート床上に木床を組み、その空間部に排水

管の横引きを入れる設計を行う場合がありました。しかし、床下の高さの確保がむずかしく、勾

配がとれず目詰まりが起きるなどの理由から、平成以降は恒久性のある配管を用い、コンクリー

ト床下で横引き集約する工法に転換しています。 
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 当面、定期的な改修は必要ありませんが、建設後 15 年目を目途に定期的な修繕の検討が

求められます。 

 

④ 西の里団地（北） 

 西の里団地（北）は、昭和 59年と平成元年に建設され、22年以上を経過した住宅（簡易

耐火構造二階建て）です。本格的な周期修繕を行わず、個別修繕で対応しており、耐用年

数も残り 20年となっていることから、本格的な修繕の実施は最後の機会となります。 

収納、暖房については満足が高いものの、住戸内、設備、住環境などで不満が高くなっ

ています。また総合評価も不満が４割と高く、改修意向も積極的な建替えもしくは改修希

望が高くなっています。これは、西の里団地のうち、大部分が建替移転されたこと、また、

地区も北地区と南地区に分断されたことも原因と思われます。 
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５－３．住宅目視調査からの指摘 

 

 平成 23 年９月に市営住宅全団地について、住宅の維持管理状態、劣化状態について現地

へ出向き、外観及び住戸内の目視調査を行いました。 

その結果は、以下のとおりです。 

 

表 目視調査結果 

団地名 劣化状況 指摘事項 

広島団地 ・外壁については、とくに気にな

る部分はない。             

・内部については、一部、結露及

びカビの発生がある。 

・外部は、数年以内で外壁等の塗装及

び屋根防水補修をする必要がある。             

・内部は、既存の換気のシステム及び

換気能力確認をする必要がある。さ

らに居住者の換気の使い方の確認

も必要である。利用方法を修正する

ことにより結露等が少なくなる可

能性があると思われる。 

共栄団地 ・建替え又は廃止決定団地のた

め、現状維持 

・建替え又は廃止決定団地のため、改

善提案は、特にない。 

北の台団地 ・建替え又は廃止決定団地のた

め、現状維持 

・建替え又は廃止決定団地のため、改

善提案は、特にない。 

西の里団地 

（北） 

・屋根の劣化が著しく、すが漏れ

及び煙突の雪割り部分の雪庇

煙突破損が見られる。     

・内部は、冬にすが漏れ及び結露

が原因で、建具等のゆがみが進

行していると思われる。 

・早急に、屋根の改修が必要である。                                   

・サッシ内部建具を、プラスト（ペア

硝子使用）サッシに取替えると、内

部結露が少なくなると思われる。 

西の里団地 

（南） 

・新築住宅であり、劣化状況など、

とくに問題はなし。 

・特になし 

輪厚団地 ・新築住宅であり、劣化状況など、

とくに問題はなし。 

・特になし 
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５－４．議会での指摘と答弁 

 

過去３ヶ年、公営住宅について議会に対し説明していることを内容別に整理すると、以

下の通りになります。 

 

区 分 質 問 答 弁 摘 要 

必要 

戸数 

 

 

・北海道住生活基本計

画では新規の公営

住宅を確保すると

しているが、北広島

市の対応はどうな

っているのか。 

・平成 16年度策定のストック計画に基づき、

今後も建替事業を予定している。 

平成 21年 

４定 

 

 

 

 

 

 

・市営住宅の募集倍率

が高い。共栄団地の

建替え後に、新たに

戸数拡大を検討す

べきではないか。 

・今後の住宅需要は、持ち家や民間借家の増

加で対応可能と考える。市営住宅は、現在

の戸数を維持する方針である。 

平成 23年 

２定 

 

 

 ・大曲地区の人口増加

を踏まえ、住宅政策

の見直しが必要で

はないか。 

・市営住宅はストック計画に基づき、計画的

に進めている。住宅政策は、住宅マスター

プランの計画期間終了後、住生活基本計画

等を策定する際に市全体の需要の検討もす

ることとなる。 

平成 21年 

４定 

 

 

 

・大曲地区で、新たに

市営住宅を考えて

はどうか 

・今後の住宅需要は、持ち家と民間借家で対

応と考えており、市営住宅は現在の戸数を

維持する方針である。 

平成 19年 

４定 

高齢者 

住 宅 

・シルバーハウジング

について、北広島市

の考えを聞きたい。 

・様々な高齢者のニーズにあった居住形態の

住まいが求められており、シルバーハウジ

ングは今後の検討課題と考えている。 

平成 21年 

４定 

 

障がい

者住宅 

・西の里地区で障がい

者が同居親族以外

とともに申し込め

るよう、市営住宅の

基準を変更しては

どうか。 

・障がい者の共同入居は、国土交通省大臣の

承認があれば可能であるものの、社会福祉

法人の寮退去者を前提とした入居は、一般

の低所得者層の住宅困窮世帯の入居の道を

狭めることとなる。その是非については、

慎重に検討したい。 

平成 19年 

４定 

 

 

 

 

 ・障がい者の共同入居

は、優先入居で対応

できないか。 

・公営住宅法の主旨から、西の里団地での、

障がい者の優先入居はむずかしいと考え

る。 

平成 19年 

４定 

※ 平成 19年度から 22年度まで、市営住宅施策に関連し、議会で出された質問と理事者の答弁

の概要を整理したものです。 
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５－５．前回計画策定以降の整備状況 

 

前回計画（公営住宅ストック総合活用計画）における整備予定事業と、実際の整備状況

は、以下のとおりです。 

 

表 前回計画（公営住宅ストック総合活用計画）の整備予定事業と実際の整備状況 

 前回計画（予定） 整備状況 

平成 16 年度 － － 

平成 17 年度 － － 

平成 18 年度 西の里団地（南）12戸建替え 
        

西の里団地（南）８戸用途廃止 

平成 19 年度 西の里団地（南）12戸建替え 
        12 戸用途廃止 

西の里団地（南）15戸建替え 
         

平成 20 年度 西の里団地（南）12戸建替え 
        10 戸用途廃止 

西の里団地（南）21戸建替え 
       ７戸用途廃止 

平成 21 年度 西の里団地（南）14戸建替え 
        12 戸用途廃止 
西の里団地（北）S59 棟 8 戸  

屋根塗装・外壁改修 

西の里団地（南）12戸建替え 
      11 戸用途廃止 

平成 22 年度 西の里団地（南）12戸建替え 
         4 戸用途廃止 

西の里団地（北）12戸用途廃止 
西の里団地（北）H1棟 8 戸 

屋根塗装・外壁塗装 

西の里団地（南）14戸建替え 
      36 戸用途廃止 

平成 23 年度 西の里団地（北）12戸用途廃止 
共栄団地     8 戸建替え 

広島団地１号棟（１棟 24 戸） 
    屋根防水・外壁塗装 

 
公営住宅長寿命化計画策定委託 

平成 24 年度 共栄団地     8 戸建替え 
                 2 戸用途廃止 
北の台団地    8戸用途廃止 
広島団地２号棟（１棟 18 戸） 
    屋根防水・外壁塗装 

 
 
－ 

平成 25 年度 共栄団地    20 戸建替え 
        16 戸用途廃止 
北の台団地    8戸用廃 
広島団地３号棟（１棟 24 戸） 

    屋根防水・外壁塗装 

 
 
－ 
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６章 公営住宅の供給に関する課題 

 

６－１．市営住宅供給の特性と問題 

 

（１）総合計画（第５次）で位置づけられている課題  

 

○公営住宅等の整備促進 

・市営住宅の共栄第２団地、北の台団地の建替え 

・既存市営住宅の長寿命化と居住環境の改善 

・道営住宅やＵＲ賃貸住宅の再生・再編にあたっては、子育て世帯、高齢者、障がい者

が住みやすい住宅となるよう、居住者との連携や情報共有などに配慮 

○多様な居住ニーズへの対応 

・住み替え、リフォーム相談、福祉サービスとの連携など、多様な居住ニーズへの対応

について、公営住宅法の枠内で全庁関係部局連携のもとで推進 

・高齢者や障がい者をはじめ、だれもが安心して生活できるユニバーサルデザインの普 

 及 

 

 

 

（２）住宅マスタープラン等で位置づけられた課題  

 

① 住宅マスタープラン 

 北広島市住宅マスタープラン（計画期間:平成 16 年度～25 年度）の検討で、市営住宅に

係る課題は以下のとおりです。この課題は、本計画でも継承します。 

 

○【住まい】少子高齢社会において安心して住み続けられる住まい・住環境形成への支援

が必要です。また、公営住宅の将来ニーズに対応した供給、老朽化した浴室未整備住戸

の解消方策の検討などについて、計画的な事業プログラムの策定が必要です。 

○【居住環境】高齢になっても住みなれた家に住み続けられ、地域との交流があり、愛着

を育む仕組みが必要です。 

○【雪・防犯】雪の処理（捨て場など）、夜間の安全性確保への対応策の検討が必要です。 

○【民間借家の振興】高齢時の住まいとして公的住宅の希望が多いが、民間借家で高齢者、

障がい者が住みやすい環境の構築が必要です。 
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② 公営住宅ストック総合活用計画（現行計画） 

 平成 15 年度に策定された北広島市公営住宅ストック総合活用計画住宅において、市営住

宅に係る課題が以下のとおり設定されています。これら課題は、現時点（平成 23 年度）で

も達成されていないものがあり、本計画でも点検を行い、必要に応じ継承します。 

 

○人口、世帯数推計や需要に基づく適切な供給目標戸数の設定 

・北広島市住宅マスタープランで設定された人口・世帯数推計や、住まい方の将来フレ

ームに基づいた、適切な供給目標戸数の検討 

○子どもから高齢者まで、暮らしやすい住宅・住環境形成に向けた活用方針の検討 

・浴室なし、狭小住宅の解消（北の台団地、共栄第２団地） 

・福祉と連携した在宅居住サービスの在宅居住サービスの提供、在宅介護の可能な住宅

への住戸改善、建替え、緊急時対応・生活相談等のサービスが受けられる住宅（シル

バーハウジング）の需要・必要性の検討 

・公営住宅入居者全世帯を対象としたアンケート調査を通じ、入居者のニーズに即した

公営住宅整備計画の検討 

○建替え、改善、修繕など事業プログラムの検討 
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６－２．公営住宅供給の課題 

 

（１）公営住宅が抱える問題  

 

① 人口の減少への対応 

 北広島市の人口は、25 年前の昭和 60年では 40,853 人でした。現在（平成 22 年国勢調査

値）では 60,353 人と、19,500 人の増加となっています。 

 住民基本台帳（各年３月末）では、人口は平成 20 年の 60,987 人をピークに、毎年 100

人程度減少しており、平成 23 年では 60,465 人とピーク時から 522 人の減少となっていま

す。国勢調査では平成 17 年の 60,677 人がピークで、22 年で 324 人の減少です。 

 一方、世帯数は、昭和 60年から平成 22 年で 10,965 世帯の増加、住民基本台帳では平成

19 年の 25,053 世帯が 23 年では 25,996 世帯と 943世帯の増加となっています。 

 北広島市の人口は、今後は人口減少基調が続くものと思われます。総合計画（第５次）

では、推計上では人口減少が進むものの、各種まちづくり施策により 61,500 人を確保する

こととしています。一方、世帯数の増加は依然堅調であり、今後とも、世帯数の増加、単

身世帯、高齢世帯の増加に対応したまちづくり、住宅供給が求められます。 

 

② 高齢化、少子化への対応 

 北広島市の高齢者人口（65 歳以上）は、昭和 60 年で 3,291 人、平成 12 年で 8,723 人、

平成 22 年で 13,547 人と確実に増加しています。とくに 55 歳以上の階層で増加を続けてい

ます。 

 15 歳未満の年少人口は、昭和 60 年で 10,471 人、平成 12 年で 8,780 人、22 年で 8,083

人と減少しています。総人口が増加する中で、高齢者が増加し、年少者が減少する高齢社

会が確実に到来しています。 

 総合計画では、高齢者の増加、年少人口の減少に対応したまちづくりとして、重点プロ

ジェクトに「子育て支援・人づくりプロジェクト」が掲げられています。 

このような動向を受けとめ、高齢者・障がい者が暮らしやすく、若い世代が子育てしや

すいまちづくり、住宅供給が求められます。 

 

③ 持ち家、民間借家の増加への対応 

 持ち家居住は、昭和 60 年で 7,573 世帯だったのが、平成 17 年で 16,150 世帯、22 年で

16,911 世帯（住宅世帯の 74.2％）と増加しています。この５年間で 761 世帯（年平均約 150

世帯）の増加です。 

一方、民間借家は、昭和 60 年で 1,051 世帯、平成 17 年で 2,950 世帯、平成 22年で 3,321

世帯と、こちらも増加し、全世帯の 14.6％を占めるようになりました。この５年間で 371

戸（年平均約 70 世帯）の増加です。 
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平成 15年度に策定した住宅マスタープランの推計では、平成 35年で持ち家は 25,030 世帯

（年平均 450世帯増加）、民間借家は 5,170 世帯（年平均 110世帯増加）としており、平成 16

年以降、実際の増加は落ち着いてきているものの、今後も相当数の増加が見込まれます。 

公営住宅は、借家住宅市場の活性化を支援する施策であり、今後も持ち家や民間借家の

増加動向を見極めたまちづくり、住宅供給が求められます。 

 

④ 入居募集、応募状況への対応 

 近年、市営住宅の空き家が 10 戸以下となっており、応募倍率は 10 倍程度の高倍率です。

住宅・土地統計調査によると、借家（民間借家、公営借家）に居住する低所得（年収 300

万円未満）の世帯は、平成 10 年で 2,452 世帯、15 年で 2,949 世帯、20 年で 2,084 世帯と

確実に増加しています。 

一方、市営住宅に収入分位Ⅴ分位以上の階層は 16世帯居住しており、割り増し家賃の請

求、建替えに伴う入居の適正化を通じ、空き家の確保、応募状況の改善など、公営住宅の

本来の役割に沿った住宅供給が求められます。 

 

⑤ 老朽化の進行への対応 

 現在、市営住宅で法が定める標準使用期間（耐用年数）を超過している住戸が、共栄第

２団地（簡平住戸 84戸）と北の台団地（16 戸）で 100 戸あります。また、計画期間の平成

33 年までには共栄第２団地の簡二住戸（42 戸）が耐用年数を超過します。これらは、あわ

せて 142 戸となり、いずれも建替え予定です。 

 

⑥ 低所得階層の高齢化への対応 

 市営住宅入居者のうち、収入がⅠ分位の世帯は、262 世帯おり、全入居者の 86.2％を占

めています。また近年の応募者では 85％が申し込み時点でⅠ分位の所得です。 

 この所得階層は、民間借家では受けとめにくい階層を公営住宅で補完し分担するという、

本来の市営住宅の役割に沿うものですが、一方で入居後での高齢化が確実に進行し、自立

生活が徐々に困難となることも予想されます。このたびの入居者アンケート調査でも、今

後は介護保険サービス、障害者自立支援サービスを活用しながら在宅で居住し続けたいと

いう意向が確認されています。 

 平成 21 年度の議会答弁で、今後シルバーハウジング住宅を検討するとしていますが、現

行の公営住宅施策で、設備類はユニバーサルデザイン、バリアフリー対応の導入で、サー

ビス面は、介護保険サービス利用で対応が可能です。市民に対し、安心安全で公平な福祉

サービスを提供するため、市営住宅入居者に限定した生活相談員常駐のシルバーハウジン

グ住宅の提供は行わないこととします。 

 今後とも高齢者福祉部門と入居者情報を共有し、高齢の入居者が安心して暮らし続けら

れる市営住宅の実現に向け、総合的な住宅供給が求められます。 
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（２）市営住宅供給のための課題  

 

① 利用可能な住宅、適切な居住水準の確保 

○老朽住宅の用途廃止、入居募集停止の推進 

 現在、ストック計画にもとづき、共栄第２団地の用途廃止、建替え、北の台団地の用途

廃止を計画しており、入居募集を停止しています。そのため、すでに共栄第２団地に 29 戸、

北の台団地に５戸の政策空き家が確保されています。 

 共栄第２団地の建替えを順調に進めるためには、これら空き家の一層の確保が不可欠で

あり、今後とも必要な空き家の確保に努めます。 

 

○市営住宅の必要戸数の確保と老朽市営住宅の建替え 

 共栄第２団地、北の台団地の用途廃止が続き、建替えが始まると、政策空き家（現在 34

戸）が増加し、利用可能戸数の一時的な減少も見込まれます。利用可能戸数の減少や募集

の一時停止は、申し込み可能階層に対するサービスの低下に繋がることから、これら２団

地の建替えや計画戸数、建設後の一般入居戸数、その入居時期などの明確化と情報公開に

努める必要があります。 

そのため、本計画において、将来的な市営住宅の必要戸数と、これら２団地の建設プロ

グラム、一般公募時期などを検討する必要があります。 

 

 

② 居住水準確保のための計画的な整備推進 

○居住性向上などストック形成に資する個別改善事業の実施 

 共栄第２団地、北の台団地が用途廃止、解体された場合でも、３箇所給湯設備のない住

戸が残ります（西の里団地の簡二住戸のうち８戸）。この住宅は、改修に伴う余裕スペース

の確保や家賃負担の上昇への配慮も含め、長期的な活用にふさわしい居住水準の確保の検

討が必要です。 

 

○建物寿命を確保するための長寿命化型改善事業の計画的な実施 

公営住宅は、建設後概ね 15年を経過すると、外壁、屋根などの計画修繕が必要となりま

す。建設後、15年以上を経過した住宅で、耐用年数まで 20 年以上残っている住宅について

は、外壁、屋根などの周期的修繕を定期的に行う必要があります。 

計画期間において、広島団地、輪厚団地、西の里団地（簡二住戸）は、長寿命化型改善

の検討が必要です。 

 

○市営住宅建設の継続的、安定的な実施 

 前回策定のストック計画で共栄第２団地は建替え、北の台団地は用途廃止を計画し、す

でに空き家の確保を進めています。 

そのため、これら２団地は建替え等の確実な実施を推進することが必要です。 
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③ 適正入居の推進 

○公平で透明化された入居選考制度の維持 

昨今の市営住宅の平均応募倍率は 10 倍となっています。今後、共栄第２団地、北の台団

地の用途廃止を控え、市営住宅に入居を希望する市民の期待にこたえることが困難な状況

が、今後も続きます。 

 そのため、住宅に困窮する低所得の階層の市民の住宅ニーズにこたえるため、公平で透

明性の高い入居選考制度を今後とも維持する必要があります。 

 

○収入超過者等に対する住宅明け渡しの促進 

 現在、市営住宅には所得がⅤ分位以上の世帯が 16 世帯おり、そのうち５世帯はⅧ分位で

す。 

また、平成 21 年度の所得改訂にともなう経過措置期間中でありますが、収入超過の認定

者（高額所得者を含む）は、公営住宅法の主旨に反することから、今後とも収入調査を実

施し、認定の通知、割り増し家賃徴収、必要に応じ明け渡し命令など、法令に即した適切

な措置をとる必要があります。 

 

  

④ 市営住宅の新たな役割、可能性への対応 

 平成 23 年の「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律（通称：地域主権一括法）」により、従来、公営住宅法、関連法令で規

定していた入居者の各種要件は、今後、順次、市町村条例に則することとなります。 

そのため、以下の事項について、今後、国から出される政令や北海道の対応を踏まえ、

市として方針を定める必要があります。 

 

 ○ 同居親族の定義の妥当性の確認、改訂の必要性の検討 

○ 収入基準の妥当性の確認と政令月収の改訂の必要性の検討 

○ 公営住宅技術基準の妥当性の確認と改訂の必要性の検討 
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６－３．公営住宅長寿命化に向けた方向性 

 

（１）利用可能な住宅戸数の確保と適正な居住水準の確保  

 

 

 

 

 

（２）居住水準確保のための計画的な整備推進  

 

 

 

 

 

 

（３）適正入居の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 老朽住宅の用途廃止、入居募集停止の推進 

② 市営住宅の必要戸数の確保と老朽市営住宅の建替え 

 

① 居住性向上などストック形成に資する個別改善事業の実施 

② 建物寿命を確保するための長寿命化型改善事業の計画的な実施 

① 公平で透明化された入居選考制度の維持 

② 収入超過者等に対する住宅明け渡しの促進 
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７章 長寿命化に関する基本方針 

 

７－１．長寿命化計画の基本理念と役割 

 

（１）基本理念  

 

北広島市の住宅施策の基本方針を定める北広島市住宅マスタープランは、計画のテーマ

を「美しい自然に包まれた、ゆとりと安らぎのある、居住環境の形成」とし、公共、民間

の適切な役割分担のもとで、住宅施策を総合的に推進することとしています。 

 北広島市公営住宅長寿命化計画は、公営住宅施策を通じて、総合計画及び住宅マスター

プランが掲げる住宅施策の理念の実現を目標に、「子どもから高齢者まで、だれもが安心・

快適に暮らせる居住環境の形成」という公営住宅ストック総合活用計画の主旨を継承し、

施策展開をめざすものです。 

本計画は、公営住宅の良質な居住水準の確保と市営住宅が担うべき役割を踏まえ、住宅

に困窮する住民が市営住宅で居住できるよう、安心して暮らせる住宅ストックの確保を図

ることを目標とし、計画の基本理念を以下のとおり定めます。 

 

◆ 北広島市公営住宅長寿命化計画の理念（目指す方向） 

 

“ 子どもから高齢者までだれもが安心・快適に暮らせる住環境の形成と 

長期的に利用できる居住環境の確保 ” 

 

＜参考＞ 

◆ 北広島市総合計画（第５次）の理念 

＜まちづくりのテーマ＞  

    “ 自然と創造の調和した豊かな都市” 

 ＜生活・都市基盤分野のテーマ＞  

“快適な生活環境のまち” 

 

◆ 北広島市住宅マスタープランの理念 

“美しい自然に包まれた、ゆとりと安らぎのある、居住環境の形成” 

＜公営住宅部門のテーマ＞ 

“高齢者・障がい者など、だれもが安心して入居できる賃貸住宅ストックの整備促進” 

“多世代交流の促進によるあたたかなコミュニティの形成” 

 

 ◆ 北広島市公営住宅ストック総合活用計画（前回計画）の理念 

“子どもから高齢者まで、だれもが安心・快適に暮らせる居住環境の形成” 
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（２）基本目標・基本施策・個別施策の実施方針  

 

設定された市営住宅供給の課題を改善解消し、基本理念の実現をめざすため、理念を具体化した基本目標と目標を具体化、推進するための実施方針を設定します。 

その内容は、以下のとおりです。  

 

基 本 方 針 実 施 方 針 

 

  ＜基本理念＞         ＜基本目標＞                ＜基本施策＞                     ＜個別施策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で 

 

だ
れ
も
が
安
心
・快
適
に
暮
ら
せ
る 

 
 

 
 

 
 

 

住
環
境
の
形
成
と
長
期
的
に
利
用
で
き
る
居
住
環
境
の
確
保
” 

 

＜目標１＞ 

利用可能な住宅戸

数の確保と適正な

居住水準の向上 

＜目標２＞ 

居住水準確保のた

めの計画的な整備

推進 

＜目標３＞ 

適正入居の推進 

＜ 市営住宅の役割 ＞ 

・民間主体の借家市場の活性化支援 

・住宅困窮者への住宅供給 

・市民の居住のセーフティネットの確保 

①耐用年数を超過した老朽住宅の入居募集停止 

②居住水準の低い老朽住宅の解消 

①市営住宅の必要戸数（利用可能戸数）の確保 

②老朽住宅の建替えと再入居住宅の戸数確保 

①居住性向上型改善の検討 

②福祉対応型改善の検討 

③安全性確保型改善の検討 

①長寿命化型改善の推進（周期修繕対応） 

②その他修繕工事の推進 

（保守点検、入退去修繕、一般修繕など） 

①世帯の特性を考慮した入居選考 

②一般階層向けの透明性の高い入居選考 

①入居者の収入の定期的な把握 

②収入超過者に対する割り増し家賃の徴収と住宅明け渡し

の働きかけ 

③高額所得者に対する近傍同種家賃の徴収と 

住宅明け渡し命令 

①北海道地域住宅計画への位置づけ促進 

②社会資本整備総合交付金を活用した、継続的、安定的

な整備推進 

●施策１－１ 

老朽市営住宅の用途廃止、入居募集の停止 

●施策１－２ 

市営住宅の必要戸数の確保と老朽住宅の建替え 

●施策２－１ 

居住性向上などストック形成に 

資する個別改善事業の実施 

●施策２－２ 

建物寿命を確保する長寿命化型改善事業の実施 

●施策３－１ 

公平で透明化された入居選考制度の維持 

●施策３－２ 

収入超過者等に対する住宅明け渡しの推進 

●施策２－３ 

市営住宅の継続的、安定的な建替え 
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７－２．長寿命化に関する基本方針 

 

（１）長寿命化に関する基本方針  

 

① ストック状態の把握及び日常的な維持管理の方針 

市営住宅について、建設時からの整備データ及び修繕履歴等の管理データを住棟単位で

整理します。 

市営住宅の定期点検を行い、予防保全的な維持管理を行うため、修繕、工事履歴のデー

タベース化に努め、随時履歴を確認できる仕組みの構築を目指します。 

 

② 長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

住棟における内部、外部の改善時において、仕様の改善等による耐久性の向上、さらに

は仕様向上における修繕周期の延長によりライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

 

（２）公営住宅の長期修繕方針  

 

① 目 的 

市営住宅を長期的に利用し有効に活用するため、住宅の長期修繕方針を定めます。 

 

② 用語の定義 

１．長寿命化型改善 

現時点より耐久性や性能が上回る内容の工事をいい、長寿命化計画に基づき、北

海道地域住宅計画に位置づけた上で、社会資本総合整備交付金を導入し実施します。 

２．標準修繕 

標準的な修繕をいう。（長寿命化計画に基づかないで実施する修繕） 

 

③ 方 法 

この方針は、公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 21 年３月、国土交通省策定）、及

び市営住宅の修繕履歴、劣化状況を見極めながら、費用対効果の検証を含めたうえで総合

的に判断し定めます。 
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④ 長期修繕方針 

・耐用年数 

耐用年数は、公営住宅法に定める構造別の標準管理期間に準拠します。 

・修繕周期 

初回の修繕（長寿命化型改善及び標準修繕）は、国土交通省等公的機関の定める

修繕周期（主に 12 年を基準に前後２年を加味した概ね 10～14 年）を踏まえ、築後

15 年を超えた時期を目安とします。 

２回目以降の修繕のうち、標準修繕は初回修繕後、15 年を超えた時期、長寿命化

型改善は、標準修繕をさらに５年延命した 20年を超えた時期を目安とします。 

 

※ ２回目以降の修繕周期は、修繕工事の費用対効果の検証を踏まえ設定します 

 

・修繕の対象 

長寿命化型改善は、定期点検及び直近での点検診断を踏まえ、可能な限り、屋根

（屋上防水）、外壁改修を基本に、必要な内部改修及び床材の張替､断熱改修、建物付

属設備（電気設備、給排水又は衛生設備及びガス設備等）を同時施工で行うものとし､

計画的に実施します。 

標準修繕は、定期点検及び直近での点検診断を踏まえ、必要最小限のものを、効

果的な工法で実施します。 
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７－３．長寿命化の実施方針 

 

① 長寿命化型改善 

一定の居住性や安全性等が確保されており、長期的な活用を図るべき住棟において、耐

久性の向上や躯体への影響の低減、維持管理を容易にするため予防保全的な改善を行うこ

ととします。 

具体的には、屋根改修（屋上防水）、外壁改修を一体的に実施することを基本とします。 

 

＜改善例＞ 

・屋根の長寿命化（耐候性ペイント塗装、ガルバリュウム鋼板等の葺替） 

・外壁の長寿命化（弾性吹き付けタイル、外断熱改修等） 

・内壁の断熱性能の向上、耐久性の向上 

・給水設備の長寿命化（ステンレス管等） 

・浴室の防水性能の向上 

・排水設備の長寿命化 

・外構配管の耐久性の向上             等 

※ 外断熱改修は、外壁の長寿命化もしくは、暖房性能の向上として居住性向上の両方の側面

がありますが、ここでは外壁の保護を重視し、長寿命化型に区分し記載しています。 

 

② 居住性向上型改善 

引き続き活用を図るストックについて、住宅設備の機能向上を行い、居住性を向上させ

ることとします。 

 

＜改善例＞ 

・間取りの改修 

・給湯設備の改修 

・電気容量の増加等 

・開口部の気密性向上等（樹脂製サッシ等） 

・複層ガラス化                   等 
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③ 福祉対応型改善 

引き続き活用を図るストックについて、高齢者・障がい者を始めとする全ての人が使い

やすいように、建物に障がいのある部分について、バリアフリー化としていくためにユニ

バーサルデザインを採用することとします。 

 

＜改善例＞ 

・浴室・トイレ等住戸内部や共用部の段差解消、手すり設置等バリアフリー

化等 

・浴槽、便器の高齢者対応、流し台、洗面台の更新 

・屋外部のバリアフリー工事等、スロープ設置 

・中層建物のエレベーター設置、機能向上 

・弱視や色覚等の方が利用しやすい改修等        等 

 

④ 安全性確保型改善 

インターホン設備等が施されていない住宅については、公営住宅等整備基準並びに北海

道防犯条例等に基づき、カメラ付きインターホン等や玄関ドア二重ロック化等の導入を検

討し、防犯対策に努めることとします。 

 

＜改善例＞ 

・避難設備設置、避難経路確保等 

・防犯に配慮した建物部品の設置等（防犯、落下・転落防止等） 

・バルコニー手すりのアルミ化 

・外壁落下防止改修                  等 

※ 対象工事は、公営住宅等長寿命化計画策定指針（平成 21 年３月、国土交通省策定） 

P38、P39「対象項目の例示」を参照 

 

⑤ その他の修繕 

◆修繕対応（標準修繕） 

標準修繕は、標準修繕周期を踏まえて定期的な点検を行い、適切な時期に予防保全

的な修繕を行うことで、居住性・安全性等の維持向上を図り、長期的に活用を行うこと

とします。 

 

◆その他 

各種工事を行う際には、都市計画や景観形成、地域のまちづくり等への適合に努め

ることとします。 
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７－４．市営住宅の目標管理戸数 

 

 国勢調査の数値を基準に、市営住宅等の必要戸数（管理戸数）を推計します。 

 

① 将来人口、世帯数の設定 

昭和 60 年から平成 22 年までの市の人口、世帯数は以下のとおりです。 

 

表０１ 北広島市の人口、世帯数の現状 

 

 

 

 

一方、総合計画（第５次）では、平成 32 年の人口を 61,500 人と設定しています。また

本計画の上位計画である住宅マスタープラン（平成 16 年度に推計作業）では平成 32 年の人

口を 72,000 人、世帯数を 31,718 世帯としています。に国の外郭団体である社会保障・人口

問題研究所が試算公表した北広島市の将来人口（平成 20 年公表、平成 17年値を利用）では、

平成 32 年人口を 63,364 人としています。 

 

表０２ （参考）北広島市総合計画（第 5 次）の人口設定 

 

 

 

 

表０３ （参考）北広島市住宅マスタープランの人口、世帯数設定 

 

 

 

 

表０４ (参考)コーホート要因法による推計（社会保障人口問題研究所） 

 

 

 

 

 

単位：人、世帯、人／世帯
昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

人 口 40,853 47,758 53,537 57,731 60,677 60,353
世帯数 12,026 14,662 17,521 20,305 22,362 22,991
平均世帯人員 3.40 3.26 3.06 2.84 2.71 2.63
※　資料：各年国勢調査（10月１日）

単位：人、世帯、人／世帯
平成17年 平成22年 平成27年 平成32年

人　口 60,677 60,353 61,150 61,500
※　平成27年、32年値＝総合計画の「総合計画指標、P20」より

単位：人、世帯、人／世帯
平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

人　口 60,677 60,353 69,526 72,000 74,538
世帯数（総数） 22,362 22,991 28,730 31,718 35,326

単位：人、世帯、人／世帯
平成22年 平成27年 平成32年

人　口 62,597 63,327 63,364
※　独立行政法人社会保障人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」

　　(平成20年12月推計)より
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世帯数推計の前提となる世帯人員は、過去の動向を踏まえ、以下のとおり設定します。 

 

表０５ 将来の世帯人員設定 

 

 

 

本計画で設定する目標人口は、総合計画の目標人口と整合をとることとし、平成 33 年の

人口を 61,500 人とします。その結果、世帯数は 24,600 世帯となります。 

 

表０６ 将来の人口、世帯数の設定(概数) 

 

 

 

 

 

② 将来世帯数、住宅戸数の推計 

昭和 60 年から平成 17 年の市の住宅所有形態別の世帯数は、以下のとおりです。 

上記で設定した世帯数をもとに、近年の住宅の世帯数の動向を踏まえ、住宅に困窮する

世帯数を推定します。 

住宅に困窮する世帯とは、住宅に住む世帯数から、持ち家、給与住宅に居住する世帯数

を差し引いたものとします。その結果、民営借家、公的借家、間借りに住む世帯数が想定さ

れます。 

 

表０７ 住宅所有関係別世帯数の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

  

単位：世帯
昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

世帯数 12,026 14,662 17,521 20,305 22,362 22,991
住宅に住む世帯数 11,575 14,208 17,120 20,041 21,861 22,802
　持ち家＋借家 11,351 13,865 16,592 19,656 21,480 22,454
持ち家 7,573 9,944 12,348 14,518 16,150 16,911
借　家 3,778 3,921 4,244 5,138 5,330 5,543
　民営借家 1,051 1,472 1,844 2,594 2,950 3,321
　公的借家 2,161 1,969 2,002 2,226 2,079 1,951
　給与住宅 566 480 398 318 301 271
間借り等 224 343 528 385 381 348
※ 住宅に住む世帯数＝持ち家＋借家＋間借り等
　 借家＝民営借家＋公的借家＋給与住宅
　 公的借家は、市営住宅、道営住宅、ＵＲ住宅のこと
　 間借り等＝「住宅に住む世帯」－（持ち家＋借家）

単位：人／世帯
平成17年 平成22年 平成28年 平成33年

平均世帯人員 2.71 2.63 2.55 2.50
※　過去の趨勢より平成33年で2.50人と設定

単位：人、世帯、人／世帯
平成22年 平成28年 平成33年

人　口 60,353 61,150 61,500
世帯数 22,991 23,980 24,600
平均世帯人員 2.63 2.55 2.50
※ 世帯数＝（各年）人口／平均世帯人員で設定
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将来世帯数は、人口の増加にあわせ、今後も穏やかに増加します。そのため、住宅に住む世

帯数も、現状と同じ趨勢で穏やかに増加します。 

 一方、間借り世帯は、今後も同数程度と想定することから、持ち家及び借家の世帯は、今

後とも増加するものとします。持ち家は、主に集合住宅と戸建て住宅を想定し、今後も増加

します。また、借家も同じく、増加するものと想定します。 

一方、給与住宅（社宅、企業借り上げ住宅、公宅など）も今後、概ね一定とします。その

ため、借家から給与住宅、公団借家（ＵＲ住宅）を差し引いた民間借家及び公営借家は、多

少ながら増加するものと思われます。その結果、民間借家は、平成 33 年で 3,490 世帯、公

的借家は 1,490 世帯と推計されます。 

 

表０８ 住宅所有関係別世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：世帯
平成22年 平成28年 平成33年

世帯数 22,991 23,980 24,600
住宅に住む世帯数 22,802 23,790 24,400
　持ち家＋借家 22,454 23,440 24,050
持ち家 16,911 17,720 18,300
借　家 5,543 5,720 5,750
　民営借家 3,303 3,480 3,490
　公団借家 500 500 500
　公営借家 1,469 1,470 1,490
　給与住宅 271 270 270
間借り等 348 350 350
※　住宅に住む世帯数＝世帯数×99％

　　間借り等：近年の動向から350世帯と設定
  　持ち家＋借家＝住宅に住む世帯数－間借り等
　　持ち家＝「住宅に住む世帯」に対する発生率（実績73.9％）を踏まえ、
　　　　　　　33年で75％と設定。
　　借家＝（持ち家＋借家）－（持ち家）と設定
　　給与住宅＝平成33年で270戸と設定
　　民間借家＝平成33年で約3,490戸と設定
　　公団借家＝23年実績値で一定と仮定
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③ 市営住宅の必要戸数 

 公営借家（平成 33年 1,490 世帯）とは、道営住宅と市営住宅を示します。 

そのうち道営住宅には現在（平成 23 年 10 月１日）1,165 世帯が居住しており、今後も一

定とします。その結果、市営住宅に居住する世帯数は、概ね 330 世帯程度と推定されます。 

 このたびの推計作業では、市営住宅の必要戸数は 332 戸と推計され、この数は、入居戸数

（平成 33 年推計値、325 世帯）に非常時に対応するための空き家を加えた戸数です。 

 

表０９ 公営借家入居世帯数の実績 

 

 

 

 

 

 

表１０ 市営住宅の入居建物戸数、必要戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１１ 市営住宅の目標戸数 

 

市営住宅の将来目標戸数 

 

 平成３３年度： ３３２戸  

 

（平成 23年 10 月 1日現在の利用可能戸数３０６戸、入居世帯数３０４世帯） 

 

 

単位：世帯
平成22年 平成28年 平成33年

公営借家世帯数 1,469 1,470 1,490
　市営住宅居住 304 305 325
　道営住宅居住 1,165 1,165 1,165
※ 市営住宅居住＝公営借家世帯数－道営住宅居住の世帯数

　 道営住宅は、H23年度実績、以降の入居世帯数は一定と設定

単位：戸

平成22年 平成28年 平成33年

市営住宅必要戸数 340 332 332
　入居建物戸数 304 305 325
　空戸建物住宅 36 27 7
※ 入居建物戸数＝市営住宅の入居戸数（市営住宅に入居している世帯数）

　 平成22年の管理戸数340戸には政策空き家36戸（全戸空戸）を含む

　 平成22年の必要戸数、入居戸数、空戸住宅は平成23年実績値

　　空戸建物は、年間を通じて発生する募集戸数（一時空き家）　　　 　　
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７－５．整備水準目標 

 

市営住宅が目標とする整備水準は、建築基準法はもとより、公営住宅整備基準及び住宅

の品質の確保における法律（住宅性能表示基準）等、関連規定を遵守します。 

また、公営住宅に係る各種技術指針や長寿命化計画策定指針を踏まえ、以下の整備水準

の目標を設定します。 

 

○解消を図る整備水準（優先的に用途廃止を図る住宅） 

 

① 耐用年数を経過した住戸の解消（平成 33年度時点、共栄第２団地、北の台団地） 

② 狭小住戸の解消（専用面積 50 ㎡未満、共栄第２団地及び北の台団地の一部） 

③ 浴槽のない住戸の解消（共栄第２団地及び北の台団地の一部） 

 

 ○向上を図る整備水準（長期的に活用する住宅を対象） 

 

④ ３箇所以上給湯設備（給湯器、配管設備）の設置推進 

⑤ 高齢化への対応の推進 

⑥ 換気設備などの設置推進 

⑦ ユニバーサルデザインの導入推進（新設住戸） 

⑧ 駐車場の適正台数の確保推進 

 

 

 

 
 
 
 
 

 
 

現在計画されている共栄第２団地（29 棟 126 戸）、北の台団地（４棟 16 戸）

の用途廃止、建替えが予定通り進むと、市が抱えている整備水準に問題のある住

宅の解消が進み、市営住宅の整備水準は大きく改善します。 
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８章 長寿命化を図る住戸住棟の選定 

 

８－１．活用手法の選定手順 

 

国が定める活用手法 

の選定基準は、以下の 

とおりです。 

本計画における活用 

手法の選定手順は、こ 

の手順に沿って実施し 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：公営住宅等長寿命化計画策定指針 p19／平成 21 年３月 国土交通省住宅局 
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８－２．住戸住棟の活用手法（選定結果） 

 

 本計画における活用手法選定の基準と選定結果は、以下のとおりです。 

 

① １次判定 

 経過年数、借家需要、高度利用の必要性と可能性及び過去の改善履歴を踏まえ、用

途廃止・建替え、又は維持管理の対象となる住棟を判定します。 

 用途廃止・建替え、維持管理の対象とならない住棟は、２次判定を実施します。 

 

ア）経過年数、改善履歴の判定 

（用途廃止もしくは建替えの対象とする住棟） 

・平成 33 年度末時点（本計画期間終了時）に標準管理期間（耐用年限）を経過するス

トック 

（維持管理の対象とする住棟） 

・昭和 50 年以降の建設で改善事業を実施した住棟、もしくは平成３年以降建設のスト

ックのうち、標準管理期間（耐用年限）を経過していない住棟 

（継続判定とする住棟） 

・上記の用途廃止・建替え、もしくは維持管理の対象候補とならなかった住棟 

 

イ）需要の判定 

・応募倍率及び空家率の状況等で需要を評価 

 （市営住宅は、全団地で需要が高いため、「需要がなく用途廃止を想定」の団地はな

い） 

 

ウ）高度利用の必要性と可能性の判定 

・団地に係る法規制（用途地域、指定容積率）、位置条件、団地の敷地規模及び形状等

により高度利用の必要性と可能性を評価 

 

エ）判定結果（候補） 

■用途廃止もしくは建替えの対象 

簡平住宅 共栄第２団地（Ｓ４４～４７供用：２２棟８４戸） 

北の台団地 （Ｓ４３、４４年供用：４棟１６戸） 

簡二住宅 共栄第２団地（Ｓ４５、４６年供用：７棟４２戸） 

 

■維持管理の対象 

耐火住宅 広島団地  （Ｈ４～７年供用：４棟９０戸） 

輪厚団地  （Ｈ１３年供用：１棟３０戸） 

西の里団地（南）（Ｈ２０～２３年供用：５棟６２戸） 
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■建替えまたは用途廃止とならなかった住戸（継続判定） 

簡二住宅 西の里団地（北）（Ｓ５９、Ｈ元年供用：２棟１６戸） 

 

 

② ２次判定（その１） 

 １次判定の結果、未判定の住棟（用途廃止もしくは建替え、又は維持管理の対象と

判定されなかった住棟）について、建築物としての躯体の安全性、避難の安全性、居住

性を把握し、住棟別の適用手法の候補を判定します。 

 

ア）躯体の安全性の判定 

・躯体の耐震性、及び耐震改修の必要性とその可否を判定します。 

・躯体の耐震性の判定は、次に従います。 

a)昭和 56 年の建築基準法施行令（新耐震基準）に基づき設計・施工された住棟につ

いては耐震性ありとします。 

b)上記 a）以外のものについては、構造形式、平面形状、立面形状等から耐震性を判

断します。 

・簡易耐火住宅については、公共住宅耐震診断・改修マニュアル（公共住宅事業者等連

絡協議会編集）に基づく判定方針より、全て耐震診断不要と判定します。 

 

イ）避難の安全性の判定 

・二方向避難、防火区画の確保及びその可否を判定します。 

 

ウ）居住性の判定 

・居住性の現状及び改善の必要性とその可否について検討します。 

a)住棟：日照、通風、採光、開放性、プライバシーの確保、騒音等 

b)住戸：最低居住水準 

c)住戸内部：浴室の有無、３箇所給湯（台所、洗面所、風呂）、高齢化対応 

d)共用部分：高齢化対応（４階以上の住棟については、エレベーターの有無） 

e)附帯施設：自転車置場・物置、ゴミステーションの有無、衛生・利便性・居住性に

係る問題点の有無 

f)共同施設：集会所・オープンスペース等の有無、高齢化対応 

g)多様な住宅供給 

・整備水準の目標を満たしている場合には維持管理の対象とします。 

・整備水準の目標を満たしていない場合には、耐用年限の１／２超過しているものは個

別改善とし、１／２を超えていないものは維持管理とします。 

 

エ）長寿命化型改善の必要性の判定 

・中長期的な修繕計画及び定期点検等に基づいて、耐久性の向上、躯体への影響の低減、
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維持管理の容易さを向上させる改善が必要と判断される住棟は、長寿命化型改善を行

う。 

・予防保全的な改善の必要性が認められる場合、他の修繕・改善工事と合わせて合理的、

効率的に行うことが適当と認められる場合は、長寿命化型改善を行う。 

・長寿命化型改善の必要性が低いと判断された住棟は、修繕又は長寿命化型改善以外の

個別改善とする。 

 

③ ３次判定 

 １次判定、及び２次判定により住棟別の適用手法選定を設定した住棟の判定過程と結

果を踏まえ、次の視点から団地単位、又は団地の一部を対象に総合的検討を行い、住棟

別の適用手法の候補の最終判定を行いました。 

 

ア）住棟相互の連携の可能性 

・団地として住棟相互の連携によるストック活用を行うことで、効果的かつ効率的なス

トック活用の可能性について検討します。 

・建替え及び維持管理と判定された住棟は、原則、判定どおりの手法を活用とします。 

 

イ）まちづくりの観点から見た地域整備への貢献 

・一次判定において、用途廃止又は建替えと判定された住棟のうち、市内の地域バラン

スや借家需要状況、団地規模を考慮し、高度利用の可能性のあるものは建替えとしま

す。 

・団地敷地に隣接する狭幅員道路の拡幅整備を検討します。 

 

ウ）団地相互の連携の可能性 

・建替えや全面的改善が必要な複数の団地が近接して立地する場合等は、団地相互の連

携で、効果的かつ効率的なストック活用の可能性について検討します。 

・高度利用の可能性が低く、他の敷地での高度利用の可能性がある場合は、移転建替を

検討します。 

・１つの団地で建物構造や建設時期が異なる場合、改善事業の場合、整備時期を分離し

て行う場合と、どちらかの時期に合わせて短期間で行う場合が考えられます。今回の

検討の場合では、時期を合わせて行うことは、工事発注が住棟単位であること、建築

時期、整備水準が異なるため、結局は同じ水準の確保とはならないことから、整備は

時期をずらして進めることとしました。 

 

エ）周辺道路の整備状況 

・全面的改善もしくは建替えの実施に際して必要となる大型工事車両等のアクセス道路

の確保、資材置き場の確保について検討します。 
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オ）仮住居の確保 

・全面的改善もしくは建替えの実施に際して必要となる仮住居の確保について検討しま

す。 

・仮住居の確保が困難な場合は、当面は維持管理を行い、同一団地内もしくは近隣にお

ける建替事業等の実施スケジュールとの調整を図りつつ全面的改善もしくは建替え

を行うことを検討します。 

 

カ）他の事業主体との連携 

・他の事業主体との連携による効率的な手法の適用について検討します。 

・具体的には次の項目等について連携方策を検討します。 

a)供給スケジュールの検討 

b)近接・隣接団地での高齢者世帯・若年世帯の世帯構成のバランス調整 

 

キ）判定結果（総合判定） ≪計画期間の活用判定≫ 

 
【個別改善（居住性＋福祉対応＋安全性）＋長寿命化型改善】 

団地名 構造 
竣工 
年度 

戸数 判定理由 

輪 厚 

団 地 
耐火 Ｈ13 30 戸 

平成 23 年度末で建設後 10 年を経過します。 

地域には公営住宅（３階建て耐火構造）が１棟

のため、個別改善（福祉対応のエレベーター設置）

を行い、長期的な活用を図ります。 

 
 
【長寿命化型改善】 

団地名 構造 
竣工 
年度 

戸数 判定理由 

西の里 

団地（北） 
簡二 

Ｓ59 

Ｈ元 

８戸 

８戸 

平成 23年度末で建設後 22～27年を経過します。 

入居率が高く地域の住宅需要が高いことから、

計画期間に長寿命化型改善を実施し、長期的な活

用を図ります。 

広 島 

団 地 
耐火 

Ｈ４ 

～８ 
90 戸 

平成 23年度末で建設後 15～19年を経過します。 

入居率が高く地域の住宅需要が高いことから、

計画期間に長寿命化型改善を実施し、長期的な活

用を図ります。 
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【維持管理】 

団地名 構造 
竣工 

年度 
戸数 判定理由 

西の里 

団地（南） 
耐火 

H19 

～22 
62 戸 

平成 23 年度末で建設後１～４年を経過します。 

入居率が高く地域の住宅需要が高いことから、

計画期間は活用（維持管理）します。 

 

 

 

 

 

 

④ ３次判定結果（最終決定） 

 

表 ３次判定結果（総合判定の結果まとめ） 

団地名 構造 竣工年度 戸 数 
計画期間 

（平成 24～33 年） 

広島団地 耐火 Ｈ４～８ 90 戸 ・長寿命化型改善 

共栄第２団地 簡平 

簡二 

Ｓ44～47 

Ｓ45・46 

84 戸 

42 戸 

・用途廃止（建替え） 

・用途廃止（建替え） 

北の台団地 簡平 Ｓ43・44 16 戸 ・用途廃止（集約） 

西の里団地（南） 耐火 Ｈ19～22 62 戸 ・維持管理 

西の里団地（北） 簡二 Ｓ59･Ｈ元 16 戸 ・長寿命化型改善 

輪厚団地 耐火 Ｈ13 30 戸 ・個別改善＋長寿命化型改善 
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９章 長寿命化のための維持管理計画 

 

９－１．団地別住棟別の整備活用プログラム 

 

（１）整備活用の基本的な考え方  

 

① 用途廃止 

・標準使用期間を超えたもので、地域の住宅需要のないもの、長期修繕方針に基づく利

用期間を終了しているものは、入居者の退去や移転先の確保を踏まえ、順次、用途廃

止、解体除却を進めます。 

・北の台団地は、スムーズな移転入居が済み次第、用途廃止とします。 

 

② 建替え 

・計画期間で耐用年数を超過する共栄第２団地、北の台団地は、入居募集停止、入居者

の移転等準備を今後とも速やかに進め、計画期間で用途廃止（解体除却）、建替えに着

手することとします。 

 

③ 個別改善 

＜長寿命化型改善＞ 

・市営住宅の標準修繕周期を踏まえ、建設後 15 年を経過した住棟で、屋根（屋上防水）、

外壁、給水設備、排水設備など、耐久性の向上や躯体への影響の低減の必要性の高い

ものから、順次、長寿命化型改善の導入を図ります。 

・長寿命化型改善は、住棟の損傷度の経年的な実態把握が不可欠なことから、本計画で

は平成 33 年度までの計画期間における方針を定めるとともに、平成 34 年度以降の具

体的な導入の判断は、次期見直し計画で検討を行い、明確化することとします。 

 

 ＜居住性向上型改善＞  

・市営住宅の標準修繕周期を踏まえ、建設後 15 年を経過した住棟で、開口部の気密性向

上化など、居住性向上型改善の導入を図ります。 

 

 ＜福祉対応型改善＞  

・長期的に活用する住戸住棟は、住戸内部、共用部の段差解消、浴室、トイレなど住戸

内のバリアフリー化、住棟共用部のバリアフリー化など、福祉対応型改善の導入を図

ります。 
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 ＜安全性向上型改善＞  

・長期的に活用する住戸住棟は、外壁落下防止工事、防犯に配慮した建物部品の設置（イ

ンターホンなど）など、安全性向上型改善の導入を図ります。 

 

④ 内部改修 

・耐久性の向上や躯体への影響の低減の必要性の高くないものや、地域住宅計画による

長寿命化型改善の導入が不可能なものについても、維持管理の適正化の視点から修繕

周期を踏まえ、計画的な修繕を図ります。 

 

 

（２）工種別の改修時期と内容  

 

１］東部地区 

 

① 広島団地 

 平成４年から７年にかけ建設された耐火構造３階建ての団地で、４棟 90 戸あります。 

 平成 23 年度末で建設後 15年から 19年を経過し、計画期間の平成 33 年度末では 25 年か

ら 29 年を経過します。 

 目視調査では、外部は、外壁等の塗装及び屋上防水補修を、内部は、既存の換気のシス

テム及び換気能力の確認の必要性が指摘されており、さらに居住者の換気の使い方の確認

も必要とされていいます。 

 アンケート調査では、住戸の広さ、部屋数については満足が高いものの、築後 15 年以上

を経過し住宅性能が低下していることから、暖かさ、設備、外観、住環境などに不満が出

されています。住みやすさの総合評価は極めて高く、家賃が変わらない範囲での改修の希

望が６割近くあり、長寿命化型改善の導入が求められています。 

 そのため、計画期間（平成 24年度～34 年度）の前半から、外壁、屋根、サッシの改修及

び換気設備の更新など、長寿命化型の改善工事を図ります。ただし、現時点（平成 23年 10

月１日現在）で空き家が１戸と入居率が極めて高く、空き家を確保しての改修が困難なこ

とから、改修工事は入居者の居住した状態で可能な範囲で実施することとします。 

  高齢化対応のうち、エレベーター設置は増築が必要となりますが、この団地の敷地は、

増設スペースを確保する余裕がありません。 

また、この団地住戸は、住戸面積の広いものが多く、一般世帯向けに適していることか

ら、ファミリー向けへの誘導を想定します。さらに、住棟形式が階段室型で階段室が計 15

区画あり事業費が膨大となること、階数が３階建てでエレベーター利用者が制限されるこ

と、共益費の上昇など入居者負担を伴うことを踏まえ、エレベーターは導入しないことと

します。 
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② 共栄第２団地 

 昭和 44 年度から 47 年度にかけ建設された簡易耐火構造平屋建て、二階建ての団地で、

29 棟 126 戸あります。 

 平成 23 年度末で建設後 39年から 42年を経過します。とくに平屋建ての住棟はすでに耐

用年数を超過しています。そのため、政策空き家の指定を行い募集停止しており、現時点

（平成 23 年 10 月１日現在）で 29 戸の空き家があります。平成 15 年度に策定した公営住

宅ストック総合活用計画では平成 23 年度から 30 年度で建替えを予定していました。 

 そのため、計画期間の前半から、建替えに着手します。 

 需要推計から長期的には市営住宅全体で必要戸数の減少が見込まれること、すでに空き

家が 29 戸あり、近接する北の台団地（実入居世帯 11 世帯）との統合が可能なことから、

北の台団地住民の住み替えも含め、再入居希望者の戸数確保を目処に戸数減での建設を図

ります。 

 

③ 北の台団地 

 昭和 43 年から 44年にかけ建設された簡易耐火構造平屋建ての団地で、４棟 16 戸ありま

す。 

 平成 23 年度で建設後 42 年から 43 年を経過し、すでに耐用年数を超過しています。その

ため、政策空き家の指定を行い募集停止しており、現時点（平成 23 年 10 月１日現在）で

５戸が空き家となっています。平成 15 年度に策定した公営住宅ストック総合活用計画では

平成24年度、25年度で用途廃止と入居者の共栄第２団地への住み替えを予定していました。 

 そのため、計画期間の前半から、入居状況や共栄団地の動向を勘案し、用途廃止に着手

します。 

 需要推計から長期的には市営住宅全体で必要戸数の減少が見込まれること、敷地が狭隘

で現地での建設戸数の確保が困難なことから、共栄第２団地への集約を図りつつ、用途廃

止を進めることとします。北の台団地住民の住み替えも含め、再入居希望者の戸数確保を

目処に戸数減での建設を図ります。 

 

 

２］西の里地区 

 

① 西の里団地（南） 

 平成 19 年度から 22 年度にかけ建設された耐火構造２階建て、３階建ての団地で、５棟

62 戸あります。 

平成 23 年度末で建設後１年から４年を経過し、計画期間の平成 33 年度末で 11 年～14 年

を経過します。 

 大半の住民が以前の老朽住宅から移転しているため、アンケート調査によると、住戸、
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設備、住環境、全ての面で問題がなく、住民の評価も高くなっています。 

 そのため、計画期間は、維持活用を図ります。 

 

② 西の里団地（北） 

 昭和 59 年度から平成元年度にかけ建設された簡易耐火構造二階建ての団地で、２棟 16

戸あります。 

 平成 23 年度で建設後 22 年から 27 年を経過し、計画期間の平成 33 年度末では 32 年から

37 年を経過します。 

目視調査では、屋根の劣化が著しいことから早急に屋根改修を行うとともに、サッシ内

部建具をプラストサッシ（ペアガラス使用）に取替えるなどの開口部の改修の導入が指摘

されています。 

 アンケート調査では、収納、暖房については満足が高いものの、住戸内、設備、住環境

などで不満が高くなっています。また総合評価も不満が４割と高く、改修意向も積極的な

建替えもしくは改修希望が高くなっています。 

 建設後、個別修繕で対応しており、耐用年数も残り 20 年となっていることから、本格的

な修繕の実施は最後の機会となります。 

 そこで、計画期間の前半で、外壁、屋根、サッシの改修及び換気設備の更新など、長寿

命化型の改善工事を図ります。 

住戸内での手すりの設置や３箇所給湯設備の配管整備は１階住戸(福祉特目)で実施して

いますが２階住戸（一般向け）では実施していません。 

手すりの設置等、バリアフリー工事や給湯配管の設置は、住戸の有効面積の狭小化に繋

がること、住戸内の模様替え工事を伴うこと、居室の家具移動等生活の制約を伴うこと、

仮住宅へ移転しての工事は近傍に借家の確保がむずかしいこと等を勘案し、住戸内の個別

改善事業は行いません。あくまで、外壁、屋根、開口部などの長寿命化型改善を主体に、

入居者が居住した状態で可能な範囲で改修を実施することとします。 

 

 

３］輪厚地区 

 

① 輪厚団地 

 平成 13 年度に建設された耐火構造３階建ての団地で、１棟 30 戸あります。 

平成 23 年度末で建設後 10 年を経過し、計画期間末の平成 33 年度では 20 年を経過しま

す。 

計画期間の後半で、外壁、屋根、サッシの改修及び換気設備の更新など、長寿命化型の

改善工事を図ります。ただし、現時点で空き家がなく、空き家を確保しての改修が困難な

ことから、改修工事は入居者の居住した状態で可能な範囲で実施することとします。 
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 輪厚地区は、他に市営住宅がないため、今後長期にわたり、この団地でファミリー向け、

高齢者向けの両方に対応する必要があり、そのためエレベーター（福祉対応型改善）につ

いては、住棟形式が片廊下型のため設置台数が１基で対応可能なことから、設置を検討し

ます。 

 

 

（３）内部改修等修繕の方針  

 

① 火災警報機 

 ・火災警報機は、取り付け時から８年ごとでの取り替えを図ります。 

 

② 水道量水器 

・給水の量水器は、計量法により８年ごとでの取り替えが義務づけられています。 

 

③ 緊急通報システム 

・福祉部局と連携し、必要に応じ、適宜、個別に導入します。 
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（４）整備プログラム  

 
表　市営住宅の整備プログラム （単位：戸）

戸　　数 平成23年度末耐用年数経過 戸　　数 平成33年度末耐用年数経過

北の台 広島 輪厚 単年度 累計

簡平(30年) 簡２(45年) 簡平(30年) 簡２(45年) 小計

43 43 8 8 8

44 42 24 8 32 40

45 41 12 30 42 82

46 40 26 12 38 120

47 39 22 22 142

48 38 0 142

49 37 0 142

50 36 0 142

51 35 0 142

52 34 0 142

53 33 0 142

54 32 0 142

55 31 0 142

56 30 0 142

57 29 0 142

58 28 0 142

59 27 8 8 150

60 26 0 150

61 25 0 150

62 24 0 150

63 23 0 150

平成元 22 8 8 158

２ 21 0 158

３ 20 0 158

４ 19 24 24 182

５ 18 18 18 200

６ 17 24 24 224

７ 16 0 224

８ 15 24 24 248

９ 14 0 248

10 13 0 248

11 12 0 248

12 11 0 248

13 10 30 30 278

14 9 0 278

15 8 0 278

16 7 0 278

17 6 0 278

18 5 0 278

19 4 15 15 293

20 3 21 21 314

21 2 12 12 326

22 1 14 14 340

23 0 0 340

84 42 16 16 62 90 30 340 340合　　計

竣工
年度

経過
年数

共栄第２ 西の里

耐火(耐用年数70年)

新耐震対応済

高齢化対応済

用途廃止、建替え

長寿命化型改善

維持管理

個別＋長寿命化型改善
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９－２．建替え、改善に伴う入居者との合意形成の方針 

 

建替事業や工事に一定期間を要する個別改善事業（長寿命化型改善工事を含む）の実施

は、入居者の自発的退去、既存団地への住み替え、建替えに伴う仮移転が必要となる場合が

あります。とくに個別改善事業を行う場合は、工事車両の敷地内の通行と停車、足場や仮囲

い設置による日照、眺望の低下、プライバシーの制約、施工業者の住戸内への立ち入りが不

可欠となります。 

そのため、入居者に事業の目的を理解してもらうこと、そして、居住の確保と速やかな

事業促進を図るため、市と住民が協力し合うことが重要です。 

事業の実施においては、説明会や入居者意向の把握など、住民意向を十分把握し、住民

の理解を得て事業を実施することとします。 

 

 

 

９－３．北海道との連携方針 

 

① 国、北海道の住宅政策との連携 

市営住宅は、市内に住み働く住宅に困窮する世帯のための賃貸住宅として、住宅施策

全般の中で重要な役割を担いながら施策展開がなされています。 

そのため、かねてより、高齢者のための福祉対応住宅、若者のための適切な居住水準

を持つ賃貸住宅、子育て家庭が安心して子育てと就労ができる子育て支援住宅など、国、

北海道の政策と連携を密にし、展開されてきました。 

今後も、市営住宅施策の目標である 

「 子どもから高齢者まで だれもが安心・快適に暮らせる 

住環境の形成と長期的に利用できる居住環境の確保」  

の実現に向け、国、北海道の住宅施策と連携をとり、総合的な住宅施策として、市営

住宅施策を展開します。 

 

② 北海道地域住宅計画との整合と安定的な財源の確保 

本計画は、北海道住生活基本計画、北海道地域住宅計画と整合を図りつつ、施策の展

開を図ります。 

今後とも、北海道が推進する、ユニバーサルデザイン、バリアフリー、環境共生、子

育て支援、まちなか居住、北方型住宅など、一連の住宅政策、都市政策と連携し展開する

とともに、国、北海道に対し、社会資本整備総合交付金など、必要な財源の安定的な確保

について、支援、助言指導を求めていくこととします。 

 

 

 


